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1. はじめに
都市の特徴はいうまでもなく種々の角度から明らかに
することができる。われわれは，従来から都市を一つの
物質系一一地球化学的系一ーとみなし，そこに行なわれ
る物質の流れや変化の特徴を明らかにしようと試みて来
た。（半谷ら， 1976）。これらの研究は，特に都市の環
境問題の解決の基礎となる知識を提供するものとわれわ
れは確信している。
都市の環境を明らかにする第一歩は都市を構成してい
る物質の質と量とを評価することであろう。それは人間
の身体の特徴の解明に人間を構成する諸化学物質の質と
量を評価するのに似ている。しかし，従来このような都
市環境の解明に本質的に重要な情報が得られていない。
そこでわれわれは，その第一歩として，東京都に存在す
る建造物が物質としてどの位の量現存するか。またそれ
らを構成する元素の量の推定を試みた。
人為的に都市に蓄積された物質の多くを占める建造物
には，居住および生産活動に不可欠な建築物，運輸や通
信に関連する道路，鉄道，橋梁， トンネル，通信塔，港
湾施設および航空施設，都市生活に欠くことのできない
上下水道，ガス電気の施設設備，更に海岸および河川堤
防等の諸施設設備がある。
ここでは，都市における物質の循環の研究の一環とし
て，建造物の主要な部分を占めると恩われる建築物，地
下街，道路，鉄道，橋梁，隆道および上下水道の現況の
統計資料等から，これらを構成する資材の現存量および
元素別存在量の概算を試みた。概算に際しては昭和45年
資料を基準としたが，資料が入手できず他の年度のを用
いたり，あるいは推定，仮定を行なった部分がある。こ
の点は資料入手次第訂正していきたいと考えている。
なお，本稿の作成にあたり資料の蒐集に多大の御協力
をいただいた東京都公害研究所長柴田徳衛氏をはじめ，
企画調整局，公害局の方々および相沢孝子氏に厚く感謝
の意を表する。
2. 建築物
2・1 建築物の現況
都市における建造物の最も大きな部分を占めると恩わ
れる建築物は，構造別にみると，木造，鉄骨鉄筋コンク
ロート造，鉄筋コンクリート造，鉄骨造，コンクリート
ブロック造およびその他の建築物に分類される。また，
建築物の所有関係別は入手資料の性質上，民間所有建築
物，都区市町村有建築物ならびに国有・関鉄所有建築物
に分類した。
民間所有建築物は，東京都の固定資産等の概要調書2)
（東京都総務局行政部，昭45）により，都区市町村有建
築物は東京都区市町村勢要覧3) （東京都，昭45）によっ
た。固有建築物は，固有財産総合評価報告書“（大蔵省，
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昭27〕から東京都に存在すると思われる個々の建築物を
抽出したが，関東財務局所管の建築物については全体の
30%が都内に存在すると仮定した。これらの抽出した固
有建築物は，昭和27年と昭和45年の国有財産総合財産総
合評価報告書の建築物総面積の比較により，昭和45年に
換算した。国鉄所管の建築物については，鉄道統計年報
町（日本国有鉄道コンピュータ一部，昭44）の東京北鉄
道管理局，東京南鉄道管理局，東京西鉄道管理局の東京
3鉄道管理局および本社営繕区，東京第一工事局，東京
表lA 全都：建築構造別・所有別建築物現存量
構
第二工事局ならびに東京第三工事局の建築物の30%が都
内に存在すると仮定した。公共建築物は構造別の資料が
入手できず，ここでは公共建築物には比較的少ないと考
えられる木造建築物を20%と仮定し，残りの80%を木造
を除く民間所有建築物の建築構造別構成比に配分した。
また公共建築物の東京都（全都〉に対する東京都区部
（区部）の割合は，民間所有建築物の割合に準じた。表
lAおよび表lBにそれぞれ全都および区部の建築構造
別・所有別建築物の現存量を示す。
単位．千d
造
所 有 関 係 鉄骨鉄造筋鉄 造筋 コンクリートブ合計木造 コンクリート コンクリート 鉄骨造ロックその他造
民間所有建築物 151,120 16,384 35,325 16,643 2,220 221,690 
都区市町村有建築物 3,630 3,370 7,270 3,420 457 18,200 
固有・国鉄所有建築物 4,100 3,800 8,100 3,800 510 20,300 
l口'>. 言十 159,000 23,500 50, 700 23,900 3,190 260, 000 
表1B 区部：建築構造別・所有別建築物現存量 単位：千d
構 造
所 有 関 係
鉄骨鉄造筋鉄 造筋 鉄骨造 コンクリートブ合計木造 コンクリート コンクリート ロック・その他造
民間所有建築物 116,660 15,608 
都区市町村有建築物 2,750 2,960 
国有・国鉄所有建築物 3,100 3,300 
メ口当、 言十 122,000 21,900 
表lAおよび表lBより，民間所有建築物は全体の約
85%で他はそれぞれ7%前後である。構造別構成は木造
が約60%，鉄筋コンクリート造が約20%，鉄骨鉄筋コン
クリート造および鉄骨造がそれぞれ約10%である。一方
全都に対する区部の占める割合は78%である。
2・2 建築構造別一平方メートル当り資材量
建築物の構造別ld当りの資材量は，建設省の建設部
門分析用産業連関表6) c建設省計画局編，昭40）の資材
投入類と資材単価から昭和40年の資材投入量を算出し，
それを建築統計年報7) c建設省，昭40）の昭和40年着工
建築面積で割って求めた。但し，建築統計年報の着工面
積は，過少申告等で実際の着工量の60%程度しか計上さ
れていない。そのため，ここでは建設部門分析用産業連
関表の建築部門の投入額と建築統計年報の投入額を比較
し，これらが比例するとして昭和40年の着工面積を求め
た。資材単価は砂利・石材，製材・木製品，セメント，
28,278 12,639 1,553 174,740 
5,360 2,400 294 13,800 
6,000 2, 700 330 15,400 
39,600 17, 700 2,180 204,000 
生コンクリートについては建設物価Bl （建設物価調査会
編， 1971）の昭和41年価格，鋼材については建設物価9)
（建設物価調査会編， 1965）の昭和40年価格， くぎ，ボ
ルトナット等の建設用金属製品，赤レンガ，粘土瓦等の
建設用土石製品，電線等の銅製品，鉛管等の鉛製品およ
びアノレミ製品については，工業統計表・品目編10)c通商
産業省大臣官房調査統計局，昭40〕によった。畳等のわ
ら加工品・い製品および板ガラス・ガラス製品について
は，現在の市場価格（昭47年2月）より推定した。なお
コンクリート製品はセメントが14%11)c片平，昭31)' 
砂・砂利等の骨材が86%として，それぞれセメント，
砂利・石材部門に加算した。また砂利・石材と製材・そ
の他木製品については，立方メートノレをトン表示にする
ため，それぞれの比重を1.9012> c土木学会編，昭39)' 
0.46山（東京天文台編，昭46）とした。表2に建築構造
別の 1m2当りの資材量を示す。
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表2 建築構造別一平方メートル当り資材量 単位： 10-sトン
資 材 木造 鉄骨鉄造筋鉄 筋造コンクリート コンクリート
造コンクリートブ
鉄骨 ロック・その他造
砂 利 石 材 390 968 960 524 878 
わ ら・い 製 品 1.48 0.438 0.920 1. 97 0.965 
製材・その他木製品 70.0 27.4 35.6 13.5 51. l 
建設用土石製品 37.8 19.7 21. l 18.5 11.4 
板ガラス・その他ガラス製品 2.01 6.35 4.44 2.53 2.04 
セ メ ン ト 37.0 158 158 67.9 112 
鉄材・その他鉄製品 16.0 163 回.6 120 24.6 
銅 製 品 0.171 0.496 0.305 0.238 0.143 
ア ノレ 、 製 品 0.0177 0.057 0.024 0.023 0.009 
鉛 製 品 0.0153 0.594 0.415 o.倒8 0.037 
i口'- 計 554 1,340 1,260 748 1,080 
表2より 1m2当りの資材量は，鉄骨鉄筋コンクリート ン，そして一番小さいのが木造で0.554トンとなってい
造が最も多く 1.34トン，鉄筋コンクリート造が1.26ト る。資材別では建築構造の種類にかかわらず砂利・石材
表3A 全都：建築構造別資材現存量 単位：千トン
資 材 木 造鉄骨鉄壁鉄筋コンクコンクリート リート造
鉄骨造コンクリートブ合計
ロック・その他造
砂 利 石 キ才 62,000 22, 700 48,700 12,500 2,800 149,000 
わ ら・い 製 品 232 10.3 46.6 47.1 3.1 339 
製材・その他木製品 11,100 644 1,800 323 176 14,000 
建設用土石製品 6,000 463 1,070 442 36.4 8,010 
板ガラス・その他ガラス製品 319 149 225 60.5 6.5 720 
セ メ ン ト 5,850 3,720 8,010 1,630 356 19,600 
鉄材・その他鉄製品 2,540 3,840 4,340 2,870 78.5 13, 700 
銅 製 品 27.1 1. 7 15.8 5.7 0.5 60.7 
ア yレ 、 製 ロロ 2.8 1.3 1. 2 0.6 0.1) 5.9 
鉛 製 品 2.4 13.9 21. 0 2.1 0.1 39.5 
A 口 計 88,100 31,600 64,200 17,900 3,460 205，α）（ 
表38 区部：建築構造別資材現存量 単位：千トン
資 材 木 造鉄骨鉄霊鉄筋コンクコンクリート リート造
鉄骨造コンクリートフ合計
ロック・その他造
砂 利 石 キオ 47,600 21,200 38,100 9,280 1,920 118，αぬ
わ ら・い 製 ロロ 179 9.6 36.4 34.9 2.1 262 
製材・その他木製品 8,570 600 1,410 239 111 10,900 
建設用土石製品 4,630 431 835 328 24.9 6,250 
板ガラス・その他ガラス製品 246 139 176 44.8 4.5 610 
セ メ ン ト 3,610 3,440 6,260 1,210 243 14,800 
鉄材・その他鉄製品 1,960 3,570 3,390 2,130 53.6 11, 100 
銅 製 品 21 10.8 12.2 4.2 0.3 48.4 
ア ノレ 、 製 品 2.2 1. 3 1. 0 0.4 0.1) 4.8 
鉛 製 品 1. 9 13 16.4 1.6 0.1) 33.0 
l口h、 計 66,800 29,400 50,200 13,300 2,360 162,000 
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が最も多く全体の70～80%を占めている。砂利・石材に
次いで多いのが，木造では製材・その他木製品で13%,
鉄骨鉄筋コンクリート造および鉄骨造では鉄材・鉄製品
で，それぞれ12%および16%である。鉄筋コンクリート
造およびコンクリートブロック・その他造では，セメン
トがそれぞれ139るおよび10%となり，各建築構造の特徴
を反映しているものと思われる。
2・3 建築構造別資材現存量
建築物の構造別資材現存量は，表IAおよび表1Bの
建築物の現存量と表2のld当り資材量から計算した。
表3Aおよび表3Bにこれらの結果を示す。
表3Aおよび表3Bより，骨材等として用いられる砂
利・石材が全体の約70%で，全都で 1億4,900万トン，
区部で 1億1,800万トンである。木製品，セメントおよ
表4 資材の化学組成
資 材
フE
Al c Ca Cu Fe 
製木材・その他 0.055 50 1. 8 o. 0014 o. 14 
製品川（a) (b) (b) (b) 
H 
6 
(a) 
び鉄製品は，それぞれ7～10%となっている。構造別で
は木造が約40%，鉄筋コンクリート造が30%，鉄骨鉄筋
コンクリート造が20%弱で，他は10%以下となっている。
ここでは1m2当りの資材量の多い，鉄筋コンクリート造
および鉄骨鉄筋コンクリート造の比率がかなり大きくな
っていることがわかる。
2 • 4 建築物構成資材の元素別存在量
資材の元素別存在量は，都市にどのような元素が濃縮
され，逆にどのような元素が選却されているかを知るの
に重要である。
資材の化学組成は主成分となる元素を中心に表4にま
とめた。製材・その他木製品の主成分は木材18)c右悶
ら，1968），他の微量成分は被子植物15>(Bowen, 1966) 
によった。またわら・い製品も製材・その他木製品に準
単位：パーセント
素
K 乱'1g N Na 。Pb s Si 
1. 4 0.32 0.5 0.12 42 o.αぬ3 0.34 0.02 
(b) (b) (a) (b) (a) (b) (b) (b) 
建設用土石製品 10.6 1.5 2.3 0.0045 4.9 0.56 0.8 1. 8 0.7 48.5 0.002 0.24 30.4 
(c) (d) (c) (d) (c) (d) (c) (c) (c) (c) (d) (d) (c) 
他板ガラス・製その o. 08 o. 0005 5. 69 o.0005 1. 05 0.4 2.41 10.4 46.8 0.005 0.5 33.6 
ガラス品（e) (f) (e) (f) (e) (f) (e) (e) (e) (f) (f) (e) 
セメ ン ト 2.91 45.8 0.0004 2.31 0.086 0.27 0.97 o. 04 34. 7 o.0009 o. 12 10. 2 
(g) (g) (h) (g) (h) (h) (g) (h) (g) (h) (h) (g) 
アスファyレト 84 o. 02 o.0001 o. 002 12 o. 0002 o. 0002 o. 5 o.002 1. 5 o.α）（2 2 0.002 
(i) (i) (i) (i) (i) (i) (i) (i) (i) (i) (i) (i) (i) 
(a）木材，（b) 被子植物，（c）粘土，（d) 頁岩，（e）板ガラス，（f) ソーダ石灰ガラス，（g）普通ポルトランドセ
メント，（h）石灰岩，（i）原油， (i）重油（residualfuel oil) 
ずるとして表から省いた。建設用土石製品の主組成は
粘土16)c十代閏，昭43〕，他の成分を頁岩11>(Bowen, 
1966）から成るとした。板ガラス・その他ガラス製品の
主成分は板ガラス山（十代田，昭43），他の成分はソー
ダ石灰ガラス19>(Adams, 1972〕によった。セメントに
ついては主組成を普通ボルトランドセメント抑（浜田，
1964）微量成分を石灰岩11> (Bowen, 1966）とした。ア
スフアルトについては適当な資料がなく，主成分は原油
21l c市川，昭40），他の成分は重油22> (residual fuel oil, 
Lehmdenら， 1974）により近似した。なお，砂利・石材
は地殻の組成に著しく近いため，個々の化学組成は考慮
しないことにした。
全都および区部の建築物構成資材の元素別存在量は表
3Aおよび表3Bの資材現存量と，表4の資材の化学組
成から算出し，表5Aおよび表5Bに示した。なお，鉄
材・その他鉄製品は100%が鉄からなるとした。これは
同様に銅製品，アルミ製品および鉛製品についてもそれ
ぞれ銅，アルミニウム，鉛が100%とした。
表5Aおよび表5Bより，元素別構成比では酸素が約
30%，鉄が26%，カノレシウムが17%，それに炭素が12%
となり，他の元素は10%以下である。また全都および区
部における鉄とカルシウムの存在量は，それぞれ 1,460
万トン， 946万トンおよび1,180万トン， 716万トンで
ある。
3 地下街および地下駐車場
3 • 1地下街および地下駐車場の現況
地下街および地下駐車場は，高層ビノレと共に都市空間
の立体利用という点から重要である。地下街の形態には
建築物と直接連絡しない単独の地下街，百貨店等の地下
売場に直接連絡しているもの，それにピルの地下が地下
街の延長となっているもの等がある加（東京消防庁火災
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表SA 全都：建築物構成資材の元素別存在量 単位：千トン
フロ 索
資 材
Al c Ca Cu Fe H K Mg N Na 。Pb s Si 
製木材 ・製その他品 7.9 7,170 258 0.2 20.0 860 201 45. 9 71. 7 17. 2 6, 020 0.1>48.8 2.9 
建設用土石製品 849 120 184 0.4 392 44. 9 64. 1 144 56.1 3,880 0.2 19.2 2,440 
板他ガラス・製その
ガラス 品 o. 6 o.1> 41. 0 o.1> 7. 6 2.9 17.4 74.9 337 0.1> 3.6 242 
セメ ン ト 570 8,980 0.1 4日 16.9 52.9 190 7.8 6,800 0.2 23.5 2.000 
鉄材・鉄製品 - 13,700 
銅 製 品 60.7 
アルミ製品 5.9 
鉛 製 品 39.5 
iロ:. 計 1,430 7,290 9,460 61.4 14,600 922 321 397 71. 7 156 17，αm 39. 9 95. 1 4, 680 
表SB 区部：建築物構成資材の元素別存在量 単位：千トン
フE 素
資 材
Al c C;t Cu Fe H K Mg N Na 。Pb s Si 
製木材・その他
製品 6.1 5,500 201 0.2 15.6 670 156 35.7 55.8 13.4 4,6卯 0.1>38.0 2.2 
建設用土石製品 663 93.8 144 0.3 306 35.0 50.0 113 43.8 3,030 o. 1 15. 0 l, 900 
産ガラス五のガラス 品 0.5 o. 17 34. 7 o.17 6.4 2.4 14. 7 63.4 285 0.1> 3.1 2叩
セメ ン ト 431 6, 700 o. 1 342 12.7 40.0 144 5.9 5,140 0.1 17.8 1,510 
鉄材・鉄製品 - 11,100 
銅 製 品 48.4 
アルミ製品 4.8 
鉛 製 品 33.0 
i日:. 計 1, 100 5, 670 7, 160 49. 0 11, 800 718 248 307 55. 8 127 13, 100 33. 2 73. 9 3, 920 
予防対策委員会編， 1971〕。地下街は地下一階が利用さ
れていることが多い。また現在建設中の地下街は，地下
駐車場を有するものが多い。一方地下駐車場はピルやホ
テノレに属するもの，地下街に連絡するもの，それに繁華
街等で単独に存在するもの等がある。
地下街および地下駐車場については，東京消防庁の資
料2')c東京消防庁予防課，昭46）および特殊地下街の消
防対策に関する中問答申2日（東京消防庁火災予防対策委
員会， 1967〕等によった。地下街は最も大きな新宿ステ
ーションピル地下街をはじめすべて区部にある。また，
表6 全都，区部：地下街・地下駐車場の箇所・面積
地下街
箇所 16 
面積Cm•) 120, 895 
地下駐車場
48 
385,917 
合計
64 
506,812 
地下駐車場も区部のみである。表6に地下街および地下
駐車場の箇所および面積を示す。ただし地下駐車場は資
料が不寸分で， 100台以上収容するものしか計上されて
いない。
表6より地下建造物の総面積約51万dのうち，地下駐
車場が約75%を占めている。
3・2 地下街および地下駐車場の一平方メートル
当り資材量
地下街はピJレやデパートの地下となっている場合と道
路下になっている場合，あるいは地下街と地下駐車場で
は構造上相違すると恩われるが，ここでは駅の地下道と
同様鉄筋コンクリート造とし，現場打ちの下水渠で幅員
が5.2m，高さ3.64mの矩形渠を建設するのに必要とす
る資材最を， 1 m•当りに換算して用いた加（東京都下水
道局，昭43〕。表7にその結果を示す。
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表7 地下街・地下駐車場一平方メート 表8 全都，区部：地下街・地下駐車場
lレ当り資材量 単位：トン 構成資材の現存量 単位：千トン
資 キオ 地下街・地下駐車場 資 材 地下街 地下駐車場 合計
砂 利・石 材 3.83 砂利・石材 464 1,470 1,930 
セ メ ン ト 0.638 セメント 77.3 246 323 
鉄材・その他鉄製品 0.215 鉄材・鉄製品 26.0 828 115 
l口h、 計 4.68 1口. 計 567 1,800 2,370 
表7より地下街および地下駐車場の構成資材は，鉄筋 表8より総資材量は 237万トンで，面積比に応じ，約
コンクリートの資材比で 1m'当りの総資材量は4.68トン 20%が地下街，約80%が地下駐車場となっている。
となっている。
3 . 3 地下街および地下駐車場構成資材の現存量
地下街および地下駐車場の構成資材量は，表6の地下
街等の面積と表7の1m'当りの資材量から求めた。表8
にその結果を示す。
3・4 地下街および地下駐車場構成資材の
元素別存在量
地下建造物構成資材の元素別存在量は，表 4の資材
の化学組成と表8の資材の現存量から算出し表9に示L
fこ。
表9 全都，区部：地下街・地下駐車場構成資材の元素別存在量 単位：千トン
フE
資 キオ
Al c Ca Cu Fe 
セメ ン ト 9.4 142 0.1> 7.5 
鉄材・鉄製品 115 
i口>. 言十 9.4 142 0.1> 123 
表9より地下建造物構成資材の元素別存在量は，鉄筋
コンクリートの組成により決定されるが，カルシウムお
よび鉄は元素組成のそれぞれ34%および29%を占めてい
る。またその存在量はカルシウムが14万2,000トン，鉄
が12万3,000トンである。
4 道路
4・1 道路の現況
道路にはコンクリート舗装道，高級アスフアルト舗装
道，簡易アスフアルト舗装道，砂利道，それにトンネル
および橋梁の仮設部や歩道等に用いられるブロック舗装
道，コンクリート平板舗装道および軌道敷道等がある。
国道，都区市町村道については東京都統計年鑑27)c東
京都，昭44）によった。また高速道路には首都高速道，
東名および中央高速道があるが，これらについては道路
統計年報加（建設省道路局編， 1971）によった。都内の
高速道路はその約80%が高架構造であり， 7%がトン
ネル部，残り 13%が平面街路や堀害l部分となっている加
素
H K 乱1g N Na 。Pb s Si 
0.3 0.9 3.1 0.1 112 0.1> 0.4 32.9 
0.3 0.9 3.1 0.1 112 0.1> 0.4 32.9 
（東京都防災会議，昭45〕。また都内の高速道路はすべ
て高級アスフアルト舗装とみなし，道路の幅員は首都高
速道路の高架橋の幅員80)c鉄骨橋梁協会， 1969）を参考
に20mとした。なおここではブロック舗装道とコンクリ
ート平板舗装道の333m(1, 920m2）を便宜上，同一種と
して取扱った。一方軌道敷道は現在ほとんど撤去されて
いるため無視した。橋梁およびトンネルの部分は別項で
取扱うため除いた。全都および区部の道路の現況を表10
Aおよび表!OBに示す。
表lOAおよび表lOBより，高級および簡易アスフアノレ
ト舗装道が道路面積で全体の約70%，残り約30%をコン
クリート舗装道および砂利道が占めている。
4・2道路舗装種類男lj一平方メート｝［，当り資材量
舗装種類別1m＇当り資材量は，東京都の道路工事設計
基準81)c東京都建設局，昭45）を参考にした。
1) セメントコンクリート舗装は，舗装厚が55佃（交
通量1,000～3,00←方向台／日， CBR4%）でコンク
リート層が25cm，砕石層が3供田で，コンクリート層には
舗装容積ld当り 3kgの鉄筋（片平，昭31）が入っている
都市を構成する人為物質の現存量 9 
表lOA 全都：舗装種類別道路延長・道路面積
延長面積セメントコンクリート事級アスフア守備易アスフアノレ毒ブロ官平霊砂利道合計
舗 装道装舗装舗
延長（km) 350 4,250 7,612 4.3 7,845 19, 711 
面積（千rf) 2,930 33,771 38,512 53.3 23,594 98,860 
表lOB 区部：舗装種類別道路延長・道路面積
延長面積セメントコンクリート量級アスファルト営アスファルトブロ y＇噌砂利道合計舗装道 装道 装道舗
延長（km) 219 3,668 
面積（千m•) 2, 152 29,013 
とした。
2〕 高級アスフアルト舗装は，舗装厚が55佃（交通量
1，（別～3，側一方向台／日， CBR4%）でアスフアノレ
ト処理層が35cm，砕石層が20仰とした。
3) 簡易アスフアルト舗装は，舗装厚が40佃（交通量
250一方向台／日， CBR4%〕でアスフアルト層が4
表11 道路舗装種類別一平方メートル当り資材量
5, 164 4.3 1,234 10,289 
27,420 53.3 4,817 63,456 
佃，砕石層が36咽とした。
4) コンクリート平板舗装およびブロック舗装は，舗
装厚が10仰で平板あるいはプロックの厚さが6cm，砂層
が4c皿とした。
5) 砂利道は砂利層を20c掴と仮定した。
表11に舗装種類別の1m＇当り資材量を示す。なお資材
単位：トン
セメントコンクリート 高級アスフアルト 簡易アスフアルト コンクリートブロック
資材舗 装 道舗装道舗装道平板舗装道砂利道
砂利・石材 1. 26 1. 27 
セメント 0.0822 
鉄 キ才 0.00165 
アスファノレト 0.0523 
1口>. 百十 1. 34 1.32 
量の算出に際しては，コンクリート中のセメント量は14
%11) c片平，昭31）とし，比重は2.3512> c土木学会編，
昭39〕とした。またアスフアルト舗装中のアスフアルト
分は6.5 %88) c片平，昭31）とし，比重は2.3 12' c土木
学会編，昭39）とした。砕石層の比重は砕石の比重が1.9 
であるが，これに加圧べり35%81'c東京都建設局，昭45)
を考慮し2.6とした。
表11より道路では資材重量の大部分を砂利・砕石が占
表12A 全都：道路舗装種類別資材現存量
0.898 o. 226 0.513 
0.0198 
0.00598 
0.904 0.246 0.513 
め，残りの数%がセメントやアスフアルトになってい
る。 1m＇当りの資材量では，コンクリート鋳装道と高級
アスフアルト舗装道がほぼ等しく約1.3トンとなってい
る。他はこれらより小さい。
4・3 道路舗装種類別資材現存量
道路の舗装種類別資材現存量は，表lOAおよび表lOB
の道路面積と表11の1m2当り資材量から算出した。これ
単位：千トン
資 キオ セメントコン道ク 鋪高級アスフアルト舗簡易アスフアルト コンクリート 砂利道合リート舗装 装 道 装 道ブロック舗装道 計
砂利 石材 3,690 42,900 34,600 12.1 12,100 93,300 
セメント 241 1. 1 242 
鉄 キ寸 4.8 4.8 
アスフ 71レト 1, 760 231 1,990 
iロ>. 計 3,930 44,700 34,800 13.2 12,100 95,500 
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表128 区部：道路舗装種類別資材現存量 単位：千トン
資 材 セメントコンク事級アスフア川簡易アスファルト コンクリート砂利道合リート舗装道 装 道舗 装 道ブロック舗装道 計
砂利 石材 2,710 36,800 
セメント 177 
鉄 材 3.6 
アスフアノレト 1,520 
A 口 計 2,890 38,300 
らの結果を表12Aおよび表12Bに示す。
表12Aおよび表12Bより，道路面積の大きい高級アス
フアルト舗装道と簡易アスフアルト舗装道で全資材量の
約85%を占めている。また，資材別では道路構成資材の
95%程度が砂利・砕石である。
表13A 全都：道路構成資材の元素別存在量
フ巳
資 材
Al c Ca Cu Fe H 
セメ ン ト 7.0 111 0.1> 5.6 0.2 
鉄 材 4.8 
アスフアノレト - 1,670 0.4 0.1> 0.1> 239 
メ口入 計 7. 0 1, 670 111 0.1> 10 239 
表138 区部：道路構成資材の元素別存在量
フE
資 材
Al c Ca Cu Fe H 
セメ ン ト 5.2 81. 5 0.1> 4.1 0.2 
鉄 材 3.6 
アスフアノレト 1,410 0.3 o. 1> o. 1> 202 
β口、 計 5. 2 1, 410 81. 8 0.1> 7.7 
表13Aおよび表13Bより道路構成元素は，アスフアル
トの組成が大きく影響して炭素が76%に達し，全都で
167万トン，水素が11%，他はそれぞれ10%以下となっ
ている。
5 鉄道
5・1 鉄道の現況
鉄道には国鉄，私鉄および公営鉄道がある。鉄道の
施設は軌道，橋梁， トンネルおよび乗客の乗降や貨物の
積卸し等に必要な駅舎等の建築物，ホーム，通路，跨線
橋，地下道等の建造物およびこれに関連する駅前広場か
202 
24,600 12.1 2,470 66.600 
1.1 178 
3.6 
164 1,680 
24,800 13.2 2,470 68,500 
4・4 道路構成資材の元素別存在量
道路構成資材の元素別存在量は，表4の資材の化学組
成と表12Aおよび表12Bの資材の現存量から算出し，表
13Aおよび表13Bに示した。
単位：千トン
索
K Mg N Na 。Pb s Si 
0.7 2.3 0.1 84.0 0.1> 0.3 24.7 
o. 1> o.1> 10. 0 o. 1> 29. 9 o. 1> 39. 8 o. 1> 
0.7 2.3 10. 0 0.1 114 o. 1> 40. 1 24. 7 
単位：千トン
素
K Mg N Na 0 Pb S Si 
o. 5 1. 7 o. 1 61. 8 o. 1> o. 2 18. 2 
o. 1> o.1> 8. 4 o. 1> 25. 2 o. 1> 33. 6 o. 1> 
o. 5 1. 7 8. 4 o. 1 87. 0 0.1> 33. 8 18. 2 
ら構成されている。路面電車は現在ほとんど撤去されて
いるので考慮しなかった。また建築物，橋梁およびトン
ネノレは別項で取り上げたので除外した。そのため地下鉄
道の資材については軌条のみを考慮した。
鉄道の現況は，本線・側線別・軌条重量別，軌間別，
軌道道床別および停車場建造物・駅前広場別に表示し
た。なお枕木および電柱等は考慮しなかった。
5・1・1 本線・側線別単線換算軌道延長
線路には，単線区間の停車場構内は下り線のみ，それ
と複線以上の区聞は上下各本線を考慮した本線路と，列
車の運転に常用する線路で，本線を除いた単線区間の停
車場構内の上り線および中線，待避線等の準本線，国や
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地方公共団体および特定の貨主の専用に供する専用線，
それに営業線等の側線がある84)c日本固有鉄道コンピュ
ータ一部，昭44）。
1) 国鉄の本線，側線およびその他として計上した準
本線，専用線の軌道延長は，鉄道統計年報85)（日本国有
鉄道コンピュータ一部，昭44）から全都および区部の営
業キロ延長ならびに線路別軌道延長を調べ，これと東京
北，南および西の3鉄道管理局の本線路延長との比を求
め，これに側線とその他が準ずるとした。この割合は全
都で36.3%，区部では26.2%である。この比率は以下の
軌条重量別，軌間別，軌道道床別および停車場建造物・
駅前広場の割合についても適用した。新幹線は上下線で
約30凶であるが，側線として20凶を加え50kmとした。
2) 私鉄は交通公社の時刻表制》（日本交通公社， 19 
71）から全都および区部の営業キロ延長を求め，これと
私鉄統計年報開（運輸省鉄道監督局監修，昭44）から東
武鉄道，京成電鉄，西武鉄道，京王帝都電鉄，京浜急行
電鉄，東京急行電鉄およひツj、田原急行電鉄の私鉄7社の
本線路延長との比を求め，他の施設もこの比に準ずると
した。この割合は全都で30.2%，区部で20.7%になる。
3) 地下鉄には営団地下鉄と都営地下鉄があるが，こ
れらは私鉄統計年報87)（運輸省鉄道監督局監修，昭44)
によった。
表14Aおよび表14Bに全都および区部の単線換算軌道
延長を示す。
表14A 全都：本線.{Il鯨別単線換算軌道延長
単位： km
鉄道本線側線その他合計
国鉄 748 372 225 1, 350 
私鉄 541 147 - 688 
地下鉄 276 91.8 - 3団
合計 1,570 611 225 2, 410 
表148 区部：本線・側線別単線換算軌道延長
鉄道 本線
国鉄 547 
私鉄 370 
地下鉄 276 
合計 1,190 
側線
274 
101 
91. 8 
467 
単位： km
その他 合計
162 983 
471 
368 
162 1,820 
表14Aおよび表14Bより，軌道総延長は全都で 2,410
凶，区部で1,820凶である。また総延長に対する本線の
割合は約65%となっている。
5 • 1・2 単線換算軌条重量別軌道延長
軌条は lm当りの重量で表わされ， 50kg,40kg, 37kg 
30kgおよび25kg，それに新幹線等で使用されている60kg
（一部〉あるいは50T(53.3kg〕等がある。ここでは50
kg以上を50kg,37kg以上50kg未満を37kg,37kg未満を30
kgとした。
国鉄は全都と区部の軌道総延長を，それぞれ東京3鉄
道管理局の軌条重量構成比加（日本国有鉄道コンピュー
タ一部，昭44）に配分した。ただし，新幹線はすべて50
Tとした。私鉄も国鉄と同様に全都と区部の軌道総延長
を，それぞれ私鉄7社の軌条重量構成比にした。地下鉄
は私鉄統計年報88)（運輸省鉄道監督局監修，昭44〕によ
った。単線換算軌条重量別軌道延長を表15Aおよび表15
Bに示す。
表15A 全都：単線換算軌条重量別軌道延長
単位： km
軌 条 重 量
鉄道 合計
50kg 37kg 30kg 
国鉄 741 302 302 1,350 
私鉄 355 271 61. 7 688 
地下鉄 314 20.7 33.7 368 
合計 1,410 594 397 2,410 
表158 区部：単線換算軌条重量別軌道延長
単位： km
軌 条 重 量
鉄道 合計
50kg 37kg 30kg 
国鉄 549 217 217 983 
私鉄 244 185 41.8 471 
地下鉄 314 20.8 33.7 368 
合計 1, 110 423 293 1,820 
表15Aおよび表15Bより，全都では50kg軌条が 1,410
凶で約6仰ふ 37kg軌条が594凶で約25%，残りが30kg軌
条となっている。軌条延長の全都に対する区部の占める
割合は76'7らである。また特に地下鉄は50kg軌条の割合が
大きく田%となっている。
5 • 1・3 単線換算軌間別軌道延長
軌聞は軌条の内端の間隔を表わすもので，国鉄が採用
している 1.067 mや，路商電車や私鉄および地下鉄の一
部で用いられている 1.372 m，それに国鉄の新幹線や私
鉄ならびに地下鉄の一部に用いられている 1.435m等が
ある。
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国鉄は新幹線を 1.435 mとし，他はすべ 1.067 mとし
た。私鉄および地下鉄は私鉄統計年報87)（運輸省鉄道監
督局監修，昭44）によった。軌間がO.762 m等も若干あ
るが無視した。表16Aおよび表16Bに全都および区部の
単線換算軌間別軌道延長を示す。
表16Aおよび表16Bより，鉄道全体の約80%が軌間
1. 067mであるが，地下鉄では少なく60%弱となってい
る。
5 . 1・4 軌道道床jlj軌道延長
表16A 全都：単線換算軌問別軌道延長 単位： km
軌 問
鉄道 合計
1. 067m 
国鉄 1,300 
私鉄 453 
地下鉄 211 
合計 1, 960 
1. 372m 1. 435m 
????? ?????
? ?
??????
??
?
?
? ?
?
??
135 307 2, 410 
表168 区部：単線換算軌間別軌道延長
軌 問
単位： km軌道道床には一般に用いられている砂利・砕石道床，
地下鉄やトンネル内および駅構内等に用いられるコンク
リート道床がある。また橋梁等では無道床となっている
ところもある。
国鉄は全都と区部の総軌道延を，それぞれ東京3鉄道
管理局の道床構成比S刊日本国有鉄道コンヒ。ュータ一部，
昭44）に配分した。新幹線は全区間の道床種類別軌道延
長の割合に準じた8日（日本国有鉄道コンビュータ一部，
昭44）。私鉄は国鉄に準じたが，この際軌問 1.372 mは
1. 435mに含めた。また，地 表17A 全都：道床種類別・軌問別軌道延長
下鉄はほとんどコンクリート
道床であるが，資材量算出の 鉄 道
関係上除外した。表17Aおよ
び表17Bに全都および区部の
軌道道床種類別軌道延長を示
す。
表17Aおよび表17Bより軌
道道床の約97%が砂利・砕沼
道床である。
鉄道 合計
1. 435m 
50 983 
99.6 471 
157 368 
307 1,820 
単位： km
無道床 合計
36.7 1,350 
17.8 688 
52.5 2,040 
単位：畑
無道床 合計
1. 067m 1. 372m 
??????????
933 
325 46.5 
211 
1, 470 46.5 
コンクリート道床
1. 067m 
砂利・砕石道床
1. 435m 1. 067m 1. 435m 
???????
1, 260 
545 
1, 810 
46 
121 
5.3 
3.5 
2 
0.8 
167 9.8 2.8 
5 . 1・5 停車場建造物お
よび駅前広場
停車場建造物には乗降用ホ
鉄道
砂利・砕石道床
表178 区部：道床種類別・軌間別軌道延長
コンクリート道床
1. 067m 1. 435m 1. 067m 1. 435m 
o. 5 12.1 
国鉄 904 
ーム，貨物積卸しホームおよ 私 鉄 372 
び通路，それに地下道，跨線 合 計 1,280 
橋等がある。駅前広場には鉄
道側と区市町村側があるが一括した。
国鉄は東京3鉄道管理局に計上されている停車場建造
物および駅前広場制（日本国有鉄道コンピュータ一部，
昭44〕の36.3%が全都に26.2%が区部にあるとした。私
鉄も国鉄に準じた。ただし国鉄のホームには貨物積卸し
ホームおよび貨物通路が含まれているが，私鉄では乗降
ホームのみについて考慮した。なお，地下鉄については
隠道の項に一括したので取扱わなかった。表18Aおよび
表18Bに全都および区部の停車場建造物・駅前広場の現
況を示す。
表18Aおよび表18Bより，ホームは全都で約70万ri',
区部で50万dである。地下道および跨線橋は，全都でそ
46 
84 
1,460 
2 27.4 984 
471 
130 2.5 39.5 
れぞれ63および107箇所，区部では45および78箇所であ
る。駅前広場は全都で34万d，区部では24万dとなって
いる。
5・2 鉄道施設の単位当り資材量
5・2・1 軌道道床の単位延長当り資材量
軌道道床は種類別，軌間別に検討した。道床延長lm
当りの資材量の計算は次の方法によった。
1) 砂利・砕石道床で軌問が1.067 mの場合は，道床
幅員を3.8m，道床の施工基面からの厚さを0.35m，砂
利・砕石の比重を 1.9とし，それに加圧べりを20%見込
んで1.2を乗じ，単位延長当りの資材量とした。軌問が
都市を構成する人為物質の現存量
表18A 全都：停車場建造物・駅前広場
停 車 場 建 造 物
鉄 道
ホーム（千m') 地下道（箇所〉 跨線橋（箇所〉
国 鉄 513 (242勺 36 61 
秋 鉄 182 'Z1 46 
1口λ 言十 695 63 107 
＊：国鉄ホームのかっこ内は乗車場ホームの部分を示す。
表188 区部：停車場建造物・駅前広場
l. 435mの場合も同様で
あるが，道床幅員のみを
5.0mとした（森島.，，，
昭40；日本国有鉄道・名
古屋幹線工事局編曲〉，昭
40）。
2) コンクリート道床
は鉄筋5%を含む鉄筋コ
ンクリートとし，道床の
施工基面からの厚さを
0.3m，鉄筋コンクリー
トの比重を2.5，それに
軌聞がl.067 mには道床 鉄 道
13 
駅前広場〈千:ri')
192 
145 
337 
停車場建造物
ホーム（千d〕 地下道（箇所〉 跨線橋（箇所〉
幅員3.Smを， l. 435 m 
の場合には5.0mをそれ
ぞれ乗じて，道床延長1
駅前広場（千m•)
369 (174*) 
129 
139 
101 
m当りの資材量とした掛 合
（東京都交通局都営地下一一
本：国鉄ホームのかっこ内は乗車場ホームの部分を示す。鉄一号線建設史編纂委員
会，昭46）。表9に道床延長lm当りの資材量を示す。 2）地下道は鉄筋コンクリートとし，現場打ちの下水
表19 軌道道床別・軌間別延長一メートル当り資材量 渠叫（B地盤，地下水位3m，土被い3m，東京都下水
単位：トン 道局，昭43〕で幅員が5.20m，高さ3.64mの矩形渠を建
設するのに要する資材量を 1:ri'当りに換算して用いた。
砂利・砕石道床 コンクリート道床 3）跨線橋は上屋を考慮して横断歩道橋のld当りの
l. 435m l. 067m l. 435m 資材量の2倍と仮定した。
4）駅前広場は，高級アスフアルト舗装道のld当り
3.99 2.33 3.06 
の資材量をそのまま適凋した。上記の方法により求めた
0.379 0.499 
停車場建造物および駅前広場の1m2当り資材量を表20に
0.142 0.188 
示す。
国
私
????
495 78 
資 材
1. 067m 
砂利 石材 3.03 
セメント
鉄材・鉄製品
l口>. 計 3.03 3. 99 2. 85 3. 75 
表19より道床延長lm当りの資材量は，道床の種類に
かかわらず，軌聞が1.067mでは約3トン，軌聞が1.435 
の場合には4トンの資材量をそれぞれ必要とする。
5・2・2 停車場建造物および駅前広場の
単位面積当り資材量
ホームには，鉄骨を主体としたものや鉄筋コンクリー
ト，コンクリートブロック，また古いものではレンガ等
を用いたものもある。地下道は鉄筋コンクリート造がほ
とんどである。跨線橋はほとんどが鉄骨造で，その上に
舗装を施したものである。駅前広場は噴水があって小さ
な公園の形をしたものもあるが，多くはパスターミナル
等として利用されている。
1) ホームは一面に5%の鉄筋を含む0.30mの鉄筋コ
ンクリートからできていると仮定した。またコンクリー
ト中のセメントは14%11》（片平，昭31）とし，残りは砂
利・石材とした。
26 
19 
45 
33 
45 240 
表20 停車場建造物・駅前広場一平方メートル
当り資材量 単位：トン
停車場建造物
駅前広場
ホーム 地下道 跨線橋
資材
砂利・石材
セメント
鉄材・鉄製品
アスフア／レト
0.613 3.83 0.632 1. 27 
0.0998 0.638 0.0692 
0.0375 0.215 0.982 
0.0523 
0.750 4.68 1.68 1. 32 合計
表20より建造物の1m2当り総資材量は，ホームで0.75
トン，地下道で4.68トン，跨線橋で1.68トン，駅前広場
では1.32トンである。
5・3 鉄道建造物構成資材の現存最
5・3・1 軌条軍量別資材現存量
鉄道建造物構成資材の現存量は，軌条重量別，軌道道
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床別，停車場建造物および駅前広場別に計算し，最後に
総括した。
全都および区部の軌条重量別資材現存量は，表15Aお
よび表15Bの軌条重量別軌道延長に，それぞれの軌条重
量を乗じて求め表21Aおよび表21Bに示した。
表21A 全都：軌条重量別資材現存量単位：千トン
資 キオ
軌条重量
合計
50kg 37kg 30kg 
鉄材・鉄製品 141 43.9 23.8 209 
表218 区部：軌条重量別資材現存量単位：千トン
資 ネオ
軌条重量
合計
50kg 37kg 30kg 
鉄材・鉄製品 111 31. 4 17. 6 160 
表21Aおよび表21Bより軌条重量は全都で約21万ト
ン，区部で16万トンである。
5・3・2 軌道道床構成資材の現存量
軌道道床別・軌問別の資材量は，表17Aおよび表17B
の現況と表19の軌道延長lm当り資材量から求めた。全
都および区部の軌道道床構成資材の現存量を表22Aおよ
び表22Bに示す。
表22Aおよび表22Bより，総資材量は全都で620万ト
ン，区部で442万トンであるが大部分は砂利・石材で占
表22A 全都：軌道道床種類別・軌間別資材現存量
められている。
5・3・3 停車場建造物および駅前広場
構成資材の現存量
停車場建造物および駅前広場の構成資材量は，表18A
および表18Bの建造物の現況と表20の1m•当り資材量か
ら計算した。なお地下道と跨線橋は階段の部分を含め，
幅5m，延長を40mと仮定した。全都および区部の停車
場建造物および駅前広場の構成資材量を表23Aおよび表
23Bに示す。
表23Aおよび表23Bより，総資材量は全都で 106万ト
ン，区部で76万トンである。資材量構成では約50%がホ
ーム，約40%が駅前広場となっている。
5・3・4 鉄道建造物構成資材量の総括
全都と区部の鉄道建造物構成資材の現存量を，軌条重
量別資材現存量，軌道道床構成資材の現存量および停車
場建造物・駅前広場構成資材の現存量から求め，表24A
および表24Bに示した。
表24Aおよび表24Bより，総資材量は全都で 748万ト
ン，区部で534万トンである。建造物別では軌道道床が
最も多く全体の83%，停車場建造物が8%強である。ま
た資材別では砂利・石材が総資材量の95%，鉄が3.5%
となっている。
5・4 鉄道建造物構成資材の元素別存在量
全都および区部の鉄道建造物構成資材の元素別存在量
は，表4の資材の化学組成と表24Aおよび表24Bの資材
現存量から算出した。表25A
単位：千トン
砂手lj ・砕石道床 コンクリート道床
合計
および表25Bにその結果を示
す。
資材
砂利・石材
セメント
鉄材・鉄製品
合計
1. 067m 1. 435m 
5,490 675 
5,490 675 
1. 067m 1. 435m 
22.7 
3.7 
1. 4 
27.8 
8.5 
1. 4 
0.5 
10.4 
6,200 
5.1 
1. 9 
6,210 
表228 区部：軌道道床種類別・軌問別資材現存量 単位：千トン
砂利・砕石道床 コンクリート道床
言十資 材 A口、
1. 067m 1. 435m 1. 067m 1. 435m 
砂利・石材 3,870 527 14.9 7.8 4,420 
セメ 、〆 ト 2.4 1. 3 3.7 
鉄材 鉄製品 0.9 0.5 1. 4 
I』 言十 3,870 527 18.2 9.6 4,420 に3
表25Aおよび表25Bより鉄
道建造物の化学組成は，軌条
として使用されている鉄が70
%以上を占めている。その量
は全都で26万3,000トン，区
部で19万8,000トンである。
6 橋 架
6・1 橋梁の現況
橋梁には道路橋，歩道橋お
よび鉄道橋等があるが，構造
別にみると，鋼橋，コンクリ
ート橋，鋼橋とコンクリート
橋の混合橋，木橋，石橋なら
びにその他混合橋がある。高
都市を構成する人為物質の現存量 15 
表23A 全都：停車場建造物・駅前広場構成資材の現存量 単位：千トン
停車場建造物
計資 材 駅前広場合
ホーム 地下道 跨線橋
砂利・石材 426 48.3 13.5 428 916 
セメ ン ト 69.5 8.1 1. 5 79.0 
鉄材・鉄製品 26.1 2.7 21. 0 49.8 
アスファ1レト 17.6 17.6 
メ口入 計 522 59.1 36.0 446 1,060 
表23B 区部：停車場建造物・駅前広場構成資材の現存量 単位：千トン
停車場建造物
計資 キオ 駅前広場合
ホーム 地下道 跨線橋
速道路を除く道路橋面積では，木
橋，石橋およびその他混合橋の和
の占める割合は3%足らずなので
考慮しなかった。また歩道橋は現
在鋼橋のみである。
高速道路橋を除く道路橋は東京
都統計年鑑45》（東京都，昭43〕。
歩道橋も同様に東京都統計年鑑柑〉
（東京都，昭44）によった。高
速道路の高架橋は都内総延長の80
%である抑（東京都防災会議，昭
44〕。新幹線を除く国鉄の鉄道橋
は鉄道統計年報叩〈日本国有鉄道
コンビュータ一部，昭44）の東京
3鉄道管理局の36.3%が都内に，
26.6%が区部に存在するとした
( 5.1参照〉。新幹線は，総軌道
延長と総橋延長および都内部分の
軌道延長から比例計算した。私鉄
・公営鉄道については，私鉄統計
年報4回（運輸省鉄道監督局監修，
昭44）の東武鉄道，京成電鉄，京
王帝都電鉄，小田急電鉄，京浜急
行電鉄，西武鉄道，東京急行電鉄
帝都高速度交通営団および東京都
の30.2%が都内に20.7%が区部に
存在するとした（5.1参照〉。
また東京モノレールおよび読売ラ
ンドは 100%鋼橋とみなした。な
お鉄道橋の橋面積の算出には，普
通鉄道橋の幅員を4.4mとし，軌
間l.372mがおよび， 1,435mは
5.4mとした。また鉄道橋および
高速道路橋はすべて鋼橋とみなし
た。表26Aおよび表26Bに全都お
よび区部の橋梁の現況を示す。
表26Aおよび表26Bより，総橋 アスフアルト
面積の約90%を鋼橋が占め，特に
高速道路橋の寄与が大きく，これ
だけで50%に達している。また総橋面積に対する道路橋
の占める割合は約80%である。
砂利・石材
セメント
鉄材・鉄製品
アスフアノレト
A 
"' 
Ll 
舌ロ
304 34.5 9.9 
49.4 5.7 1.1 
18.6 1. 9 15.3 
372 42.1 26.3 
305 653 
56.2 
35.8 
12.5 12.5 
318 758 
単位：千トン
駅前広場 合計
428 7,120 
84.1 
261 
17.6 17.6 
446 7,480 
単位：千トン
駅前広場 合計
305 5,070 
59.9 
197 
12.5 12.5 
318 5,340 
表24A 全都：鉄道建造物構成資材の現存量
資 材 軌条軌道道床停車場建造物
砂利・石材
セメント
鉄材・鉄製品
アスファノレト
209 
6,200 
5.1 
1. 9 
488 
79.0 
49.8 
,p、
ロ
??? ? ? ? ?
209 617 6,210 
表24B 区部：鉄道建造物構成演材の現存量
資 材 軌条軌道道床停車場建造物
砂利・石材 - 4,420 348 
セメント - 3.7 56.2 
鉄材・鉄製品 160 1.4 35.8 
A 
"' 計 160 4,420 440 
リート橋の混合橋がある。鋼橋の上部構造部分は鉄骨橋
梁年鑑me鉄骨橋梁協会， 1969）により，橋床は鉄筋コ
ンクリート19cmの上に5cmのアスフアルト舗装とした。
橋台は厚さ 2m，高さ 6mと仮定し，それに鋼橋の平均
6・2 機菜種類・構造別一平方メートJI-当り 幅員18.7mを乗じた鉄筋コンクリート柱とし，これが平
資材量 均鏑橋延長42.2mにニ基あるものとした。ただしこの平
道路橋，歩道橋および鉄道橋では構造，資材量が一定 均鍋橋延長の算出には高速道路を考慮していない。
でないので別々に考慮した。 コンクリート橋の上部構造部分ならびに橋床は土木工
1）道路橋には鏑橋とコンクリート橋，鋼橋とコンク 学ノ、ンドブック12) （土木学会編，昭39）によった。橋台
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表25A 全都：鉄道建造物構成資材の元素別存在量 単位：千トン
フE 素
資材
Al C Ca Cu Fe H K Mg N Na 0 Pb S Si 
セメント 2. 4 - 38. 5 O. I> 1. 9 O. 1 O. 2 O. 8 O. I> 29. 2 O. I> O. 1 8. 6 
鉄材・鉄製品 一 一 一 - 261 
アスフアルト - 14. 8 O. I> O. I> O. I> 2. 1 O. I> O. I> - O. I> 0. 3 O. I> O. I> O. I> 
合計 2.4 14. 8 38. 5 O. I> 263 2. 2 O. 2 O. 8 O. I> 29. 5 O. I> O. 1 8. 6 
表25B 区部：鉄道建造物構成資材の元素別存在量 単位：千トン
JC 素
資 材
Al c Ca Cu Fe H K Mg N Na 。Pb s Si 
セメント 1. 7 27.4 0.1> 1. 4 0.1 0.2 1. 6 O. I> 20. 8 O. I> O. 1 6.1 
鉄材・鉄製品 197 
アスフアノレト 10.5 0.1> 0.1> 0.1> 1. 5 0.1> 0.1> 0.1> o. 2 o.l> o. l> o.l> 
1- 言オ 1.7 10.5 27.4 0.1> 198 1.6 0.2 1.6 o. l> 21. 0 o.t> o. 1 6.1 
表26A 全部：種類・構造別橋数・橋延長・橋面積
道 路 橋 歩道橋 鉄道橋
2計） 橋数・延長・面積
橋1) コンクリ 鋼・コンク ~ その他 吉岡 橋鋼 橋鋼 ート橋 リート橋
橋 数（箇所） 855 5, 760 79 (971〕 368 1,720 8,790(9,76の
延 長（千m) 112(76. 2) 37.2 4.0 (8.1) 19.3 112 285 c 293) 
面 積（千rf) 2,330(1,890) 260 61.3 (22.3) 32.1 514 3,200(3,220) 
1〕 橋数には高速道路橋は含めていない。またかっこ内は高速道路の部分を示す。
2) かっこ内は道路橋のその他を含む。
表26B 区部：種類・構造別橋数・橋延長・橋面積
道 路 橋 歩道橋 鉄道橋
橋数・延長・面積 量 三下クリ鋼・コンクその他鋼 橋リート橋 鋼 橋鋼 橋 l口h、
2計） 
橋 数（箇所） 506 3,410 47 (574) 325 1,250 5, 540(6, 110〕
延 長（千m) 73.5(49.8) 24.5 2.6 (5.3) 17.5 83.1 201 (206〕
国 積（千m') 1,390(1,030) 211 49.9 (18.4) 29.3 385 2，田0(2,08の
1) 橋数には高速道路橋は含めていない。またかっこ内は高速道路の部分を示す。
2) かっこ内は道路橋のその他を含む。
は厚さ1.7m，高さ3.5mと仮定し，それにコンクリート
橋の平均幅員7.08mを乗じた鉄筋コンクリート柱とし，
これが平均橋延長4.6mに二基あるものとした。
鏑橋とコンクリート橋の混合橋は，鋼橋部分とコンク
リート橋部分が，それぞれ50%と仮定した。
2) 歩道橋の上部構造部分については鉄骨橋梁統計年
鑑を参考にした。橋脚支持台は lm×lm×2mの鉄筋
コンクリート柱と浜定し，それがlOm毎に一基存在する
と推定した叩（鉄骨橋梁協会， 1969）。
3) 鉄道機の上部構造部分については鉄骨橋梁統計年
鑑51) （鉄骨橋梁協会， 1969）によった。橋台は厚さ 2m
高さ 6m，それに橋梁の幅員4.5mの鉄筋コンクリート
柱とし，平均橋延長50.4mに二基存在するとした。なお
資材量の算出に際しては，鉄筋コンクリート中の鉄筋は
5%とし，比重は2.5としたω （土木学会編，昭39〕。
アスフアルト舗装中のアスフアルト分は9%とし，比重
は2.2とした叩（片平，昭31）。橋梁の種類および構造
別の 1nf当り資材量を表'2:lに示す。
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表27 橋深種類・構造別一平方メートル当り資材量
単位：トン
道路橋 歩道橋鉄道橋
コンク鋼・コ
鋼橋り一トンリー鋼橋鋼橋
橋 クト橋
資材
砂利・石材 1. 72 2. 22 1. 97 o. 4白 0.969
セメント 0.263 0.341 0.302 0.0489 0.158 
鉄材 o.303 o. 125 o. 214 o. 497 o. 546 
アスフアルト 0.0099 0.0099 0.0099 0.009 
合計 2. 30 2. 70 2. 59 o. 958 1. 67 
表27より 1m•当りの資材量では，コンクリート橋が
2.7トンで最大となっているが，橋台の仮定の部分が大
きく影響するため正確を期したとはいいがたい。鉄材は
鉄道橋と歩道橋に非常に多いのが特徴である。
6・3 婿梁種類・構造別資材現存量
全都および区部の橋梁種類・構造別資材現存量は，表
26Aおよび表26Bの橋梁の現況と表27のld当り資材量
からそれぞれ算出し，表2泡Aおよび表2泡Bに示した。
表28Aおよび表28Bよれ資材量では道路橋の鋼橋が非
常に大きく約70%を占めている。また全資材量に対する
砂利・石材の割合は約75%であり，セメント，鉄材はそ
れぞれ10%,15%となっている。
6・4 棟梁構成資材の元素別存在量
全都および区部の橋梁構成資材の元素別存在量は，表
表29A 全都：橋梁構成資材の元素別存在量
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表28A 全都：橋梁種類・構造別資材現存量
単位：千トン
道路橋 智鉄道橋
資材一一一一一コンク鋼・コ一一一一一合計
鋼橋リ一トンクリ鏑橋鋼橋
橋 一ト橋
砂石利材・4,010 577 121 12.9 498 5,220 
セメント 613 88.7 18.6 1. 6 81. 2 803 
鉄 キオ 706 32.5 13. 1 15. 9 281 1,050 
ア ス 23.1 2.6 0.6 0.3 26.6 ファノレト
合計 5,350 701 153 30.7 860 7,100 
表288 区部：橋梁種類・構造別資材現存量
単位：千トン
道路橋 落道鉄道橋
コンク鋼・コ一一一一一合計
鋼橋リ一トンクリ鋼橋鋼橋
橋 一ト橋
資材
砂利 2 380 469 98. 4 1. 8 373 3,330 石材’
セメント 365 72 15. l 1. 4 60. 8 514 
鉄 材 420 26.4 10. 7 14. 6 210 681 
ア ス 13.7 2.1 0.5 0.3 16.6 ファyレト
合計 3,180 569 125 28.1 644 4,540 
4の資材の化学組成と表28Aおよび表28Bの資材現存量
から求め，表29Aおよび表29Bに示した。
単位：千トン
? ?
索
資材
Al C Ca Cu 
23. 4 - 368 o. 1> 18.5 0.7 2.2 7.8 
Fe H K Mg N Na 0 Pb S Si 
セメント
鉄材
アスフアルト
o. 3 279 o. 1> 1. 0 81. 9 
22.3 0.1> 0.1> 
1,050 
o. 1> 3. 2 o. 1> o.1> o.1 o.1> o. 4 o.1> o. 5 0.1> 
合計 23.4 2. 3 368 o. 1> l, 070 3. 9 2. 2 7. 8 o. 1 o.3 幻9 o. 1> 1. 5 81. 9 
表298 区部：橋梁構成資材の元素別存在量 単位：千トン
フE 素
資 材
Al c Ca Cu Fe H K Mg N Na 。 Pb s Si 
セメント 15.0 235 0.1> 11.9 0.4 1. 4 5.0 0.2 178 0.1> 0.6 52.4 
鉄 材 681 
アスファJレト 13. 9 0.1> 0.1> 0.1> 2.0 o. 1> o.1> o.1 o.1> 0.2 0.1> 0.3 0.1> 
i日語、 計 15.0 13.9 235 0.1> 693 2.4 1. 4 5.0 0.1 0.2 178 0.1> 0.9 52.4 
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表29Aおよび表29Bより橋梁構成資材の元素別存在比
は鉄が約60%，カルシウムが20%，酸素が15%，他の元
素はそれぞれ10%以下である。全都および区部における
鉄の存在量は，それぞれ107万トン， 69万3,000トンであ
る。
7 陸道
7 • 1 隠道の現況
広義の隠道には下水渠隠道等も含まれるが，ここでは
道路隠道と鉄道機道のみを考慮した。構造は古いもので
はレンガ造等もあるが，ほとんどが鉄筋コンクリート造
である。
道路隠道は一般道路については資料が入手できず，ま
た区部にはほとんどないと考えられるので除外し，高速
道路のみを考慮した。鉄道隠道は国鉄，私鉄および地下
鉄から成るが，そのうち地下鉄隠道は磁道総延長の大部
分を占めている。
1) 道路隠道は高速道路のみを対象とした。高速道路
隠道は羽田，千代田，北の丸，震ケ関および麻布トンネ
ルの5筒所で約4,000mである山（東京都総務局行政部
災害対策課編，昭45）。
2）鉄道隠道の国鉄と私鉄については，東京都防災会
議の資料29》（東京都防災会議編，昭45）によった。地下
鉄は現在運行されているのが銀座線をはじめ7線である
が，これらは私鉄統計年報48)c運輸省鉄道監督局監修，
昭44）によった。
隠道の全都と区部の割合については，道路隠道は区部
に属するとし，国鉄の四谷～信濃町聞と田端～駒込間の
2箇所の隠道を延長500mと推定し区部に含めた。私鉄
は東京都防災会議の資料により，また地下鉄は区部に含
表30A 全都：道路・鉄道別隠道数・延長
道路腿道 鉄道路華道
隠道数・延長 一一一←一一一一一一一一一一τ 合計
高速道路国鉄私鉄地下長
隊道数（箇所） 5 ? 8 17 30+? 
延長（千m) 4.0 5.4 5.3 111 126 
＊：：複線延長
表308 区部：道路・鉄道別隠道数・延長
道路隆道 鉄道隠道
隊道数・延長
高速道路国鉄私鉄地下鉄
合計
隠道数（筒所〉 5 2 7 17 31 
延長（千m) 4.0 0.5 4.9 111 121 
＊：複線延長
めた。全都および区部の隠道の現況をそれぞれ表30Aお
よび表30Bに示す。
表30Aおよび表30Bより地下鉄隊道が隆道総延長の約
90%を占めており，道路，国鉄および私鉄の各隆道延長
はそれぞれ約3%となっている。
7・2 隆道の単位延長当り資材量
単位延長当りの資材量の多寡は，隠道の規模のみなら
ず地盤や地質，それに施工方法等によって左右される。
1) 道路隆道は高速道路羽田海底トンネル仙（高さ7.4
m，幅20.3m，延長57.0m，土木学会トンネル工学委員
会編，昭39）に使用した鋼材量737,4トンを全資材量の
5%とし，残りの81.7%を砂利・石材， 13.3%をセメン
トとした。これより隠道延長lm当りの資材量を算出し
fこ。
2) 鉄道隠道は地下鉄の日比谷線55》（帝都高速度交通
営団編，昭44），丸の内線開〉（帝都高速度交通営団編，
昭35）荻窪線開（帝都高速度交通営団編，昭42〕および
都営地下鉄一号線開〉〈東京都交通局都営地下鉄建設史編
纂委員会編，昭46〕の各建設史から建設に使用した主要
資材量を調べ，これを軌道延長（複線として）で割って
隊道延長lm当りの資材量を求めた。ここで日比谷線は
軌聞が1.067m，他は1.435mであるが，単位延長当りの
資材量は大きく異らないので区別しなかった。表31に道
路・鉄道別隠道延長lm当りの資材量を示す。
表31 道路・鉄道別隆道延長一メートル当り資材量
単位：トン
資 材 道路隠道 鉄道隠道
砂利・石材 221 44.5 
セメント 34.3 7.24 
鉄材・鉄製品 12.9 2.27 
l日λ 計 258 54.0 
表31より隠道の単位延長当りの資材量は，道路磁道
（幅員2Q.3m）が258トン，鉄道隆道（幅員約Sm）が
54トンとなっている。資材別では砂利・石材が82%，セ
メントが13%，鉄材・鉄製品が5%となっている。
7・3 B書道種類別資材現存量
全都および区部の隠道種類別資材の現存量は，表30A
および表30Bの隠道種類別延長と表31の単位延長当りの
資材量からそれぞれ求めた。表32Aおよび表32Bにその
結果を示す。
表32Aおよび表32Bより，資材比は鉄筋コンクリート
の組成で決定されるが，総資材量は全都で763万トン，
区部では734万トンである。また隠道延長では数%にす
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表3哩A 全都：道路・鉄道別隊道構成資材の現存量
単位：千トン
資 材 道路隠道 鉄道機道 合 計
砂利・石材
セメント
鉄材・鉄製品
合計
851 
138 
52 
1,040 
5,430 
槌4
幻7
6,590 
6,280 
1,020 
329 
7,630 
ぎなかった道路隠道が，単位延長当りの資材最が大きい
ため，資材量が104万トンで約15%となっている。
7・4 隣道構成資材の元素別存在量
会都および区部における隠道構成資材の元素別存在量
は，表4の資材の化学組成と表32Aおよび表32Bの資材
現存量から求め，表33Aおよび表33Bに示した。
表33A 全都：道路・鉄道隊道構成資材の元素別存在量
表328 区部：道路・鉄道}jlj隠道構成資材の現存量
単位：千トン
資 材 道路隠道 鉄道隠道 合 計
砂利・石材
セメント
鉄材・鉄製品
合計
851 
138 
52 
1,040 
5,190 
845 
265 
6,300 
6,040 
9邸
317 
7,340 
表33Aおよび表33Bより隆道構成資材の元素別存在比
はカノレシワム，酸素および鉄が30%前後，他は10%未満
となっている。全都におけるカルシウムおよび鉄の存在
量は，それぞれ46万7,000トンおよび35万3，（削トンとな
っている。区部におけるこれらの元素の存在量は全都の
およそ95%である。
単位：千トン
資材
素
Al C Ca Cu Fe H K Mg N Na 0 Pb S Si 
セメント 29.7
鉄材・鉄製品
467 o. 1> 23. 6 o. 9 2. 8 9. 9 o. 4 354 o. 1> 1. 2 104 
329 
合計 29.7 467 o. 1> 353 o. 9 2・8 9.9 o. 4 354 o. 1> 1. 2 104 
表338 区部：道路・鉄道構成資材の元素別存在量 単位：千トン
フE 索
資材
Al C Ca Cu Fe H K Mg N Na 0 Pb S Si 
セメント 28.6
鉄材・鉄製品
450 0.1> 22. 7 0.8 2. 7 9.5 o. 4 341 o. 1> 1. 2 100 
317 
合計 28.6 450 O. I> 340 O. 8 2. 7 9. 5 o. 4 341 o. 1> 1. 2 100 
8 上水道
8・1 上水道施般の現況
水道は都市生活に不可欠で基礎的な公共施設の一つで
あるが，方面設は原水確保のための貯水池および原水の浄
化殺菌のための浄水場，そしてこれらに付属する取水，
道水，送水，配水等の諸施設から成り立っている。施設
は貯水池，浄水場，給水場，ポンプ所等と道水路，配水
管等の管渠を別々に考慮した。
8・1・1 貯水池，浄水場および給水場等の現況
都内にある水道施設は，貯水池が小河内，村山貯水池
の2箇所，浄水場は砧上，砧下，玉川，金町，杉並およ
ぴ板橋怜水揚が区部に，東村山，境，狛江浄水揚が市
君榔にあり計9筒所になる。給水揚は淀橋給水揚をはじ
め15箇所，増圧ポンプ明は和泉増圧ポンプ明他28箇所，
それにさくいポンプ明，取水所等の施設がある。 （東京
都水道局給水部編59），昭46；東京都防災会議船，昭45）。
表34Aおよび表34Bに会都および区部の浄水場等の現況
を示す。なお給水揚・その他に計上したのは主要なもの
のみである。またここでは施設の細部は一切考えず，施
表34A 全都：上水道施設数・敷地面積＊
施設数・敷地面積浄水揚給水場・その他合計
施設数〈箇所〉 9 14 
敷地面積（千m') l，似3 207 
ホ主要なもののみを計上してある。
23 
1,251 
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表348 区部：上水道施設数・敷地面積
施設数・敷地面積浄水場給水場・その他合計
施設数（箇所〉 6 13 19 
敷地面積（千m') 516 199 715 
設の敷地面積のみで示した。それに貯水池は資材量の算
出の関係上除外した。
表34Aおよび表34Bより施設の敷地面積は全都で 125
万d，区部で72万dである。
8・1・2 道水路および水道管の現況
道水路には暗渠，開渠および隠道がある。水道管には
道水管，送水管および配水管がある。これらは水道統計
61) （厚生省環境衛生局編，昭44〕等によった。表35Aお
よび表35Bに全都および区部の道水路等の現況を示す。
表35A 全都：上水道管渠の管径別延長単位：千m
道水路 水道管
管渠開渠甥＠~醐 f~およ躍脚合計
道水路 37.7 28.8 66.5 
道水管 191. 0 13.7 23.8 228.5 
送水管一 38.9 24.7 74.6 138.2 
配水管一 11,570 659.7 298.2 12,528 
合計 37.7 28. 8 11, 800 698.1 396. 6 12, 961 
表358 区部：上水道管渠の管径別延長単位：千m
管渠
道水路 水道管
開渠警弘首ヰ醐習い腔鵬口ロ
道水路
道水管 0.9 5.8 23.7 30.4 
送水管 15.3 73.9 89.2 
配水管 8,770 634.2 298.2 9,703 
A日． 三日lI- 8,771 655.3 395.9 9,823 
表35Aおよび表35Bより，道水路は区部にはほとんど
ないので無視したが，水道管は総延長が全都で約 1,300
万m，区部では980万mである。管種別構成では配水管
が大部分を占めている。
8・2 よ水道施設の単位当り資材量
単位当り資材量は，浄水場・その他，道水路および水
道管別に考慮した。
1) 浄水場は沈殿池，ろ過池，浄水池等からなるが，
底床は約0.5mの鉄筋コンクリートで構築されている。
またこれらの沈殿池等は施設の平面図6幻（東京都水道局
給水部編，昭43〕から，敷地面積の約70%と推定される
ので，ここでは施設の側壁等を加味して，施設の敷地全
体が厚さ 0.4mの鉄筋コンクリートで覆われているとし
た。鉄筋コンクリートの組成は鉄筋が5.0%，セメント
が， 13.3%，それに砂利・石材が81.7%とした。
2) 道水路は開渠と隠道・その他があるが，開渠は平
均幅員8.3m，平均の高さが6.7mの短形渠とし，これ
が仮l僅，底床とも厚さ 0.4mの鉄筋コンクリートで構築
されていると仮定した。隊道・その他は現場打ちの下水
渠（B地盤，地下水位3～Sm，土被い3m）で渠幅，
高さとも 2.4mの方形渠26)（東京都下水道局，昭43）を
適用した。
3) 水道管には最も多く使用され，全体の約90%を占
める鋳鉄管，それに鋼管と小管のみに使用される石綿セ
メント管があるが，ここではすべて鋳鉄管として取扱う
ことにした。代表する管径は，各管径別管路延長のほぼ
中聞に位置するものを採用した。すなわち管径が500mm
以下では150mm,500～l,OOOmmでは750mm, 1, 000 
mm以上で、はl,500mmの鋳鉄管である（日本鋳鉄管協
会時，昭47；久保田鉄鋼株式会社64），昭44〕。
表36に上水道施設の単位当り資材量を示す。
表36 上水道施設一平方メートル当り資材量および
管渠延長一メートル当り資材量 単位：トン
浄水場・ 道水路 水道管
1,500 資材その他関渠欝品 150鵬 700鵬鵬
石砂利材・ 0. 817 12. 7 5.72 
セメ 0.133 2.07 0.932 ン ト
鉄鉄製材品・ 0.050 0.679 0.282 0.0236 0.175 0.668 
合計 1. 00 15.5 6.93 0.0236 0.175 0.668 
表36より浄水場・その他の1m"当りの合計資材量は1.0 
トン，道水路では延長lm当りの資材量が関渠で15.5ト
ン，隊道・その他では6.93トンとなっている。水道管は
鉄として管径150mmが0.0236トン， 700mmが0.175ト
ン， l,500mmが0.668トンとなっている。
8・3 上水道施段構成資材の現存量
上水道構造物の構成資材量は，表34A，表34Bおよび
表35A，表35Bの施設の現況と表36の単位当りの資材量
から求めた。表37Aおよび表37Bに全都および区部の上
水道施設構成資材の現存量を示す。ただし，貯水池は小
河内ダム6日（東京都水道局編，昭35）によった。また村
山貯水池は土堰堤造のため考慮しなかった。
表37Aおよび表37Bより総資材量は全都で652万ト
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表幻A 全都：上水道施設構成資材の現存量 単位：千トン
浄水場・ 道水路 水 道 管
資材貯水池 合計
その他関渠隠道・その他 500醐以下 500～1,000醐 1,000棚以上
砂利・石材 3,390 1,020 479 165 5,050 
セメ ン ト 556 167 78.0 26.8 828 
鉄材・鉄製品 62.6 25.0 8.1 279 122 265 762 
i日h、 計 3,950 1,250 583 200 279 122 265 6,640 
表378 区部：上水道施設構成資材の現存量 単位：千トン
浄水場・ 道 水 路 水 道 管 合計資 材 貯水池
その他開渠隠道・その他 500棚以下 500～I，側同 l，側棚以上
砂利・石材 - 584 
セメント
鉄材・鉄製品
合計
95.2 
35.8 
715 
ン，区部で130万トンである。市郡部を含む全都では，
小河内貯水池に用いたコンクリート量が395万トンで総
資材量の約60%に達している。資材別では小河内貯水池
の資材量を除けば、，鋳鉄管の鉄が約50%となっている。
8 • 4 上水道施設構成資材の元素別存在量
全都および区部における上水道施設構成資材の元素別
存在量は，表4の資材の化学組成と表37Aおよび表37B
の資材現存量から求め表38Aおよび表38Bに示した。
表38Aおよび表38Bより上水道施設構成資材の元素別
存在比は，全都では小河内ダムの寄与のため鉄が50%,
カルシウムが24%，酸素が18~るとなっている。一方区部
表38A 全都：上水道施設構成資材の元素別存在最
フE
資 材
Al c Ca Cu Fe 
20干
207 
115 
115 
264 
264 
584 
95.2 
622 
1,300 
では配水管等の影響が大きく鉄が78%,li宝棄が12%，他
はそれぞれ10;6以下となっている。全都および区部にお
ける鉄の存在量は，それぞれ78万L000トンおよび62万
4，αぬトンである。
9 下水道
9・1 下水道施設の現況
下水道は上水道と同様，都市の基礎的な施設の一つで
ある。下水道施設は汚水，排水を浄化処理する下水処理
場，低地の汚水，雨水等を排除するポンプ所，それに下
単位：千トン
素
H K Mg N Na 0 Pb S Si 
セメント 24.1 379 0.1> 19.1 o. 7 2. 2 8. 0 o. 3 287 o. 1> 1. 0 84. 5 
鉄材・鉄製品 762 
l日'- 計 24.1 379 0.1> 781 0.1 2.2 s.o o. 3 287 o. 1> 1. 0 84. 5 
表388 区部：上水道施設構成資材の元素別存在量 単位：千トン
フE
資 材
素
Al c Ca Cu Fe H KMg N Na 0 Pb S Si 
セメント 2.8 4.36 o. 1> 2.2 0.1 0.3 o. 9 0.1> 33.0 0.1> 0.1 9.7 
鉄材・鉄製品 622 
i口h、 計 2.8 4. 36 o. 1> 624 0.1 o. 3 0.9 0.1> 33.0 0.1> 0.1 9.7 
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水管渠およびこれらに関連する諸施設から成っている。
施設は下水処理場，ポンプ所および貯水池と下水管等の
管渠を別々に考慮した。
9 • 1・1 下水処理場およびポンプ所等の現況
下水処理場は芝浦，三河島，砂町，1］、台，森ケ崎，落合処
理場および浮間前処理施設の計7箇所がある。ポンプ所
は銭瓶ポンプρ所他41箇所が区部に， 9箇所が市郡部にあ
る（東京都下水道局編附，昭45；日本下水道協会編叩，
昭44)0 市郡部のポンプ所9箇所については具体的な資
料が入手できず，区部のポンプ所の敷地面積から比例的
表39A 全都：下水道施設数・敷地面積
施設数・敷地面積処理場ポンプ明貯留池合計
施設数（箇所〕 7 51 1 59 
敷地面積（千m•) 1, 383 171 40 1, 594 
表398 区部：下水道施設数・敷地面積
施設数・敷地面積処理場ポンプ’所貯留池合計
施設数（箇所〉 7 42 - 49 
敷地面積（千m•) l, 3田 141 - 1,524 
に求めた。貯留池は放流調整用で久留米町に1箇所があ
るのみである附（日本下水道協会編，昭44）。表39Aお
よび表39Bに全都および区部の下水処理場等の現況を示
す。なお施設の細部は一切考慮せず敷地面積のみで示し
た。
表39Aおよび表39Bより，下水道施設の敷地面積は全
都で159万d，区部で152万dであるが，約90%は処理場
の寄与によっている。
9 • 1・2 下水管渠の管種および管径別延長
下水管渠には円形管，馬蹄形渠，長方形渠，卵形渠等
があるが約95%は円形管が用いられている。また下水管
の種類には管径が400mm以下で用いられる陶管， 400～
1,000mmで用いられる鉄筋コンクリート管，ダクタイ
Jレ鋳鉄管，それに主として大型管渠で採用されている鉄
筋コンクリートの現場打ちがある。その他に若干である
が使用されているのに煉瓦やコンクリートブロックそれ
にバッカーヘッド管がある。下水管渠の管種別，管径別
延長は公共下水道統計69)c日本下水道協会編，昭44〕に
よった。表40Aおよび表40Bに全都および区部の下水管
渠の現況を示す。
表40Aおよび表40Bより，下水管渠の総延長は全都で
約548万m，区部で491万mである。管種別では400mm
以下の小管にしか使用されていない陶管カ＇＞ 49%，鉄筋コ
ンクリート管・鉄筋コンクリートの現場打ちが50%，残
表40A 全都：下水管渠の管種別・管径別延長
単位：千m
下水管渠
種 類 400～以l上,500醐 合計
401l11以下 1,500棚
陶 管 2,696 2,696 
鉄ト筋管コンク打リー
－現場ち 563 1,820 378 2,761 
鋳 鉄 管 2.7 5.2 0.9 8.8 
そ の 他 2.6 7.5 10. 1 
l口入 計 3,264 1,833 379 5,476 
表408 区部：下水管渠の管種別・管4甥iJ延長
単位：千m
下水管渠
種 類 400～ 以l上,500糊 1口泳 三山j. 
400醐以下 1,500鵬
陶 管 2,640 2,640 
鉄ト筋管コンク打リー
－現場ち 283 1,618 354 2,256 
鋳 鉄 管 1. 2 5.2 0.9 7.2 
そ の 他 4・9 4.9 
i口h、 計 2,925 1,628 355 4,908 
りの 1%が鋳鉄管・その他である。管径別では400mm
以下が約60%,400～1,500mmが33%，残りが1,500m 
m以上となっているc
9・2 下水道施設の単位当り資材量
下水処理場は沈砂池，ポンプ室等の施設の構造は考慮
せず，また下水管を敷設する場合，基礎工事をするがこ
の点も無視した。
1) 下水道施設の 1m2当りの資材量は上水道施設に準
じ，厚さ 0.4mの鉄筋コンクリートで敷地全体が覆われ
ているとした。鉄筋コンクリート中の鉄筋は5.0%，セ
メントは13.3%，残りを砂利・石材とした。
2) 下水管渠は管径別管渠延長の中聞に属する管径を
代表させた。すなわち，管径が400mm以下では， 250m
m, 400～l,500mmではSOOmm,1,500mm以上では2,
400mである聞（日本下水道協会編，昭44）。陶管は森陶
管70）械の好意（私信〉により，鉄筋コンクリート管およ
ひ芳揚打ちは下水道施行法71)c寺島，昭40〕によった。
鋳鉄管は日本鋳鉄管協会加（昭37）によった。なお2,400
mmの鉄筋コンクリート管はJI S規格にないため外挿
法により求めた。また鉄筋コンクリート管は鉄筋が5.0
%，セメントが13.3%，他は砂利・石材から成るとし
た。陶管はガラス製品の一種とみなした。表41に下水道
施設の単位当りの資材量を示す。
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表41 下水道施設一平方メートル当り資材量および下水管渠延長一メートル当り資材量 単位：トン
下 水 管
処理場・
資 材 250mm SOQmm 2,400mm 
その他
陶管 現鉄場コ打ン管ち・ 鋳鉄管 鉄現場コ打ン管ち ・ 鋳鉄管 鉄現場コ打ン管ち・ 鋳鉄管
砂利・石材 0.817 0.0581 0.0539 
板他ガラス・その
ガラス製品
セメ ン ト 0.133 0.00878 
鉄材 鉄製品 0 050 0.00330 
i口'- 計 1. 00 0.0581 o.侃60
表41より処理場・ポンプ所等では 1m'当りの資材量
が1.0トンであるが，下水管は同一管径では鉄筋コンク
リート管がもっとも重く，例えば250mm管ではこれが
0.066トン，殉管が0.0581トン，鋳鉄管が0.0386トンと
なっている。
9 • 3 下水道構成資材の現存量
下水道構成資材の現存量は，表39Aおよび表39Bと表
40Aおよび表40Bの施設の現況と，表41の単位当りの資
材量から計算した。表42Aおよび表42Bに全都および区
表42A 全都：下水道施設構成資材の現存量
下
処理場・
0.393 2.93 
0.0640 0.476 
0.0386 0.0241 0.218 0.178 1, 710 
0.0386 0.481 0.218 3.58 1, 710 
部の下水道構成資材の現蒋量を示す。
表42Aおよび表42Bより，下水道施設の総資材は全都
で402万トン，区部では375万トンである。施設の種類別
では処理場等の寄与が約40%，次いでl,500mm以上の
鉄筋コンクリート管・現場打ちの34%となっている。資
材別では80%近くが砂利・石材となっており，鉄材は5
%足らずである。
9 • 4 下水道施設構成資材の元素別存在量
全都および区部における下水道施設構成資材の元素別存
単位：千トン
水 管
資 材 40Qmm以下 500～1,500mm 1,500mm以上合計
その他 鉄コン管・ 鉄コン管・ 鉄コン管・
陶管現場打ち 鋳鉄管現場打ち 鋳鉄管現場打ち 鋳鉄管
砂利・石材 1,300 
板ガラス・その
他ガラス製品
セメント 212 
鉄材・鉄製品 79.8 
156 
合計 1,590 156 
30.4 
5.0 
l. 9 
37.3 
表428 区部：下水道施設構成資材の現存量
下
処理場・
資 材 400mm以下
その他 鉄現場コ打ン管ち ・陶管
砂利・石材 1,250 15.3 
板他ガラス・その
ガラス製品 153 
セメ ン ト 203 2.5 
鉄材 鉄製品 76.3 0.9 
l口>. 計 1,530 153 18.7 
715 
116 
0.1 43.8 
0.1 875 
水
1, 110 3,160 
156 
180 - 513 
1.1 67. 2 1. 6 195 
1. 1 1, 360 1. 6 4, 0岳。
単位：千トン
管
400～1,500mm l,500mm以上 合計
鋳鉄管鞍法・ 鋳鉄管室易法－ 鋳鉄管
637 I，倒O 2,940 
153 
104 168 477 
0.04 39 1. 1 63.1 1. 6 182 
0.04 780 1. 1 1,270 1. 6 3,750 
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表43A 全都：下水道施設構成資材の元素別存在量 単位：千トン
フロ 素
資 材
Al C Ca Cu Fe H K Mg N Na 0 Pb S Si 
板ガラス・その
他ガラス製品 o. 1 o. 1> 8. 9 o.1> 1. 6 0.6 3.8 
セメント 14.9 - 235 o. 1> 1. 9 o. 4 1. 4 5. 0 
鉄材・鉄製品 一 一 一 195 
合計 15.0 o. 1> 244 o. 1> 209 o. 4 2. 0 8. 8 
表438 区部：下水道施設構成資材の元素別存在量
フE
資 材
16. 2 73. 0 o. 1> o. 8 52. 4 
o. 2 178 0.1> o. 6 52. 3 
16. 4 251 o. 1> 1. 4 105 
単位：千トン
素
Al C Ca Cu Fe H K Mg N Na 0 Pb S Si 
板ガラス・その
他ガラス製品 o. 1 o. 1> 8. 7 o.1> 1. 6 0.6 3.7 
セメント 13.9 ー 218 o. 1> 1. 0 o. 4 1. 3 4. 6 
鉄材・鉄製品 一 一 一 182 
合計 14.0 o. 1> 227 o. 1> 195 0. 4 1. 9 8. 3 
15. 9 71. 6 o.1> o. 8 51. 4 
0.2 166 o. 1> 0.6 48.7 
16. 1 238 o. 1> 1. 4 100 
在量は，表4の資材の化学組成と表42Aおよび表42Bの
資材現存量から求め，表43Aおよび表43Bに示した。
表43Aおよび表43Bより下水道施設の構成資材の元素
組成は，カルシウムと酸素が29%，鉄が25%，珪素が12%,
その他は10%以下である。全都におけるカノレシウムおよ
び鉄の存在量は，それぞれ24万4，（削トン， 20万9,000ト
ンである。
10 建造物の総括と考察
10・1 建造物構成資材の現存量
人工建造物には，今まで検討してきた建築物，地下街，
道路，鉄道，橋梁，隠道および上下水道の施設設備の他
表44A 全都：建造物構成資材の現存量 単位：千トン
資 材
砂利・石材
わら・い製品
製材・その他木製品
建設用土石製品
板ガラス・その他
ガラス製品
セメント
鉄材・鉄製品
銅製品
アルミ製品
鉛製品
アスフア Jレト
建 造物
合計
建築物地下街道路 鉄道 橋梁隠道上水道下水道
149, 000 l, 930 93, 300 7, 120 5, 220 
339 
14,000 
8,010 
720 
19, 600 323 242 84. 1 803 
13, 700 115 4. 8 261 1, 050 
60.7 
5.9 
39.5 
1,990 17.6 26.6 
6. 280 5, 050 3, 160 271, 000 
339 
14，α）（ 
8,010 
156 876 
1, 020 828 513 23, 400 
329 762 195 16, 400 
60.7 
5.9 
39.5 
2,030 
k-口 計 205,000 2, 370 95, 500 7, 480 7, 100 7, 630 6,640 4, 020 336, 000 
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表448 区部：建造物構成資材の現存量
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単位：千トン
資 材 合計
物
橋梁隠道上水道下水道
砂利・石材
わら・い製品
製材・その他木製品
建設用土石製品
板ガラス・その他
ガラス製品
セメント
鉄材・鉄製品
銅製品
アルミ製品
鉛製品
アスフア Jレト
118，α）（ 1, 930 66, 600 5, 070 3, 330 
262 
10,900 
6,250 
610 
14, 800 323 178 59. 9 514 
11, 100 115 3. 6 37. 2 681 
48.4 
4.8 
33，。
1,680 
6, 040 584 2, 940 2倒，000
262 
10,900 
6,250 
12.5 
763 
983 95. 2 153 17, 400 
317 622 477 13, 100 
182 48.4 
4.8 
33.0 
1,710 
A ロ 計
16.6 
162, 000 2, 370 68, 500 5, 340 4, 540 7, 340 1, 300 3, 750 254，αm 
に港湾施設，海岸・河川堤防，飛行場，鉄塔および電気
・ガス施設等があり，この点の考慮とか，資材の選択の
粗密，仮定，推定等の問題点はあるが総括してみた。全
都および区部の建築物，地下街，道路，鉄道，橋梁，隠
道および上下水道構成資材の現存量をそれぞれ表44Aお
よび表44Bに示す。
表44Aおよび表44Bより，全都および区部における建
造物構成資材量は， 3億3,600万トンおよび2億5,400万ト
ンである。建造物別資材量構成比は，建築物が約62%,
道路が29%，その他はそれぞれ数%となっている。鉄道
の構成資材量が比較的少ないが，これは軌道建設のため
の盛土や切取土の防護施設としての土留壁，のり面土，
表45A 全都：一平方メートルおよび一人当り
資材現存量 単位： kg
資 材 1 m'当り資 1人当り資材現存量 材現存量
砂利・石材
わら・い製品
製材・その他木製品
建設用土石製品
板ガラス・その他
ガラス製品
セメント
鉄材・鉄製品
銅製品
アルミ製品
鉛製品
アスフア Jレト
A ロ 計 29,500 
127 
o. 16 
6.54 
3.74 
0.41 
10.9 
7.66 
0.03 
o.o閃
0.02 
0.95 
157 
23,800 
30 
1,230 
700 
80 
2,050 
1,440 
5 
0.5 
3 
180 
護岸壁，落石止および排水溝等を考慮しなかったことに
よると思われる。資材量構成比では砂利・石材が非常に
多く，総資材量の約80%，セメントが7%，木材および
鉄材がそれぞれ約5%となっている。
全都および区部における 1m'および人口 1人当りの資
材現存量を表45Aおよび表45Bに示す。なおここで全都
および区部の面積は，東京都統計年鑑78》（東京都，昭45）に
よりそれぞれ2,141. 11km2および577.09km2を用いた。全
都および区部の人口も同様に東京都統計年鑑78l（東京都，
昭45）により，それぞれ1,140万人および＇884万人とした。
表45Aおよび表45Bより全都および区部における 1m• 
当りの資材量は，それぞれ0.157トンおよび0.440トン
表458 区部：一平方メートルおよび一人当り
資材現存量 単位： kg
資 1 m•当り資 1人当り資材現存量 材現存量材
砂利・石材
わら・い製品
製材・その他木製品
建設用土石製品
板ガラス・その他
ガラス製品
353 
0.45 
18.9 
10.8 
23, 100 
30 
1,230 
710 
90 1. 32 
30.2 
22.7 
0.08 
0.008 
o.侃
2.96 
440 28,700 
アルミ
鉛
?????
?
1,970 
1,480 
5 
0.5 
4 
190 
セメン
鉄材・鉄製
鋼製
製
アスフア Jレト
メ当、
口 計
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で，区部が全都の約3倍である。一方人口 1人当り資材
量は全都と区部でほぼ等しく29トン前後となっている。
このことは都市の基礎代謝を考える上で重要と考えら
れる。また1人当り資材量で1トンを越えるものは砂利
・石材を除き，セメント，鉄材・鉄製品および製材・そ
の他木製品である。
次に全都および区部における建造物の現存量が，一年
間にどの程度変動するのかということでその概算を試み
た。
10・2 建造物構成資材現存量の年変化
10・2・1 建造物の年聞における変化
資材現存量の年変化は表44Aおよび表44Bより，建築
物および道路構成資材の現存量が全資材量の90%以上を
占めることから，この2つについての年変化を求め他も
表46A 全都：構造別建築物増加数（昭45～46年）
これに準ずるものとした。
1) 建築物の構造別年間増加数は，昭和45年度の現況
（表lAおよび表1B）と昭和46年の着工建築物および
除去あるいは災害による滅失建築物問（東京都首都整備
局建築指導部調査課， 1972）から求めた。その結果を表
46Aおよび表46Bに示す。ただし，滅失建築物の構造に
ついては木造以外の記載がないので，昭和45年度の現在
数の構造比に配分した。また区部では構造別の記載がな
いので，木造については全都の比に，他は45年度現在数
の構造比に配分しである。
表46Aおよび表46Bより，全都および区部ともに鉄骨
鉄筋コンクリート造の増加が著しく28%の増加率を示し
ている。それに対し木造の増加率は1%前後と小さく，
耐火構造へ配慮、が伺われる。このため全体の増加率は全
都および区部で共に約7%程度となっている。
単位：千rf
木 造 鉄骨・鉄ー 筋ト造コ 鉄筋コンクンクリ リート造 鉄骨造
コンクリー他ト造ブ
ロック・その l口'- 計
昭和45年度現在数 159,900 23,500 50,700 23,900 3,190 260,000 
着工建築物（A) 5,150 6, 760 5,880 2,930 94.0 20,800 
滅 2,570 71. 8 155 73. 0 9.86 2,880 
築 物（B）災害 97.7 3.67 7.91 3.73 0.50 113 
建築物場加数（A-B) 2,480 6,680 5,720 2,850 83.6 17,800 
建築物増加率（%〕 1. 6 28.4 11.3 1. 9 2.6 6.8 
表468 区部：構造別建築物増加数（昭45～46年〕 単位：千d
木 造鉄骨・鉄筋コ鉄筋コンク 鉄骨造 コンクリートブ i口'- 計ンクリート造 リート造 ロック・その他造
昭和45年度現在数 122,000 21,900 39,600 17,700 2, 180 204,000 
着工建築物（A) 3,290 6,270 4,360 2, 150 50.2 16, 100 
滅 2,170 56. 1 101 45.4 5.46 2,430 
築 物（B）災害 84.4 3.63 6.57 2.94 0.35 98 
建築物増加数（A-B) 1,040 6,210 4,250 2,100 44.4 13,600 
建築物増加率（%〕 1. 6 28.4 10. 7 1. 9 2.0 6.7 
表47A 全都：舗装種類別道路面積の年変化＊（昭44～45年〉 単位：千d
コンク装リー ト 舗両級アスフアルト 簡易アスフアルト
舗 道 装道舗装道
ブロッ装ク道・ 砂利道 A
平板舗 計
昭和 44 年 2,929 33,464 38,512 4,272 23,594 102,771 
昭和 45 年 2,780 36,728 39,530 3,667 22,371 105,076 
増 イ乙 数 149 +3,264 + 1,018 -605 -1,223 2,305 
増化率（%） -5. 1 + 9.7 +2.6 -14.2 -5.2 +2.2 
＊：高速道路およひ執道敷道の和は全道路面積の1%程度なので無視した。
都市を構成する人為物質の現存量 '2:l 
表47B 区部：舗装種類別道路面積の年変化構（昭44～45年〉 単位：千d
コンク装リー ト 舗高級アスフアルト 簡錦易アスフアルト
舗 道装道装道 ブロッ装ク道・ 砂利道合平板鋪 計
昭和 44 年 2,152 28,846 27,421 3,947 4,817 67,183 
昭和 45 年 1,968 31,682 27, 185 3,265 4,552 68,652 
増 化 数 -184 +2,836 -236 -682 265 +1,469 
増 イ包 率 -8.5 +9.8 -0.9 -17.3 -5.5 +2.2 
＊：高速道路および軌道敷道の和は全道路面積の1%程度なので無視した。
2）全都および区部における舗装種類別道路面積の年 道のみが増加し，他はすべて減少しているが総数では約
変化は，東京都統計年鑑（東京都）の昭和44年28）と昭和 2%の増加となっている。全体としては高級アスファル
45年7日の道路面積の差より求め，表47Aおよび表47Bに ト舗装化の傾向がみられる。
示した。
表47Aおよび表47Bより全都では高級および簡易アス 10・2・1 建造物構成資材現存量の年変化
フアルト舗装道以外は減少しているが，全体としては2 1〕 全都および区部の建築物構成資材現存量の年変化
%の増加となっている。区部では高級アスフアルト舗装 （昭45～46）は，表2の建築構造別1m2当り資材量と表
表48A 全都：建築物構成資材現存量の年変化（昭45～46年〉 単位：千トン
資 材 木造きすj竺毘物；毛ク鉄骨造万：4~k五ロ合計
砂 利・石 材 967 6,470 5,490 1,490 73.4 14,500 
わら・い製品 3.67 2.93 2.51 5.61 0.08 14.8 
製材・その他木製品 174 183 204 38.5 4.27 604 
建設用土石製品 93.7 132 121 52.7 0.95 400 
板ガガラス ・その他品
ラス製 4.98 42.4 25.4 7.21 0.17 80.2 
セ メ ン ト 91. 8 1,060 904 194 9.36 2,260 
鉄材・鉄製品 39.7 1,090 490 342 2.06 1,960 
銅 製 品 0.42 3.31 1. 74 6.78 0.01 6.16 
アルミ製品 0.04 0.38 o. 14 0.07 0.01> 0.63 
鉛 製 品 0.04 3.97 2.37 0.25 0.01> 6.63 
l日h、 計 1,380 8,990 7,240 2, 130 90.3 19,800 
表48B 区部：建築物構成資材現存量の年変化（昭45～46年） 単位：千トン
資 材 木 造鉄骨・鉄ー筋ト造コ 鉄筋コンクンクリ リート造 鉄骨造
コンクリー 下他ヲ造ロ
ック・その
i日当、 計
砂 利・石 キオ 406 6,010 4,080 1,100 39.0 11,600 
わら・い製品 1. 54 2.72 1. 86 4.14 0.04 10.3 
製材・その他木製品 72.8 170 116 28.4 2.27 389 
建設用土石製品 39.3 122 89.7 38.9 0.51 290 
板ガガラス ・製その他
ラス 品 2.09 39.4 18.9 5.31 0.09 65.8 
セ メ 、:/ ト 38.5 981 672 143 4.97 1,840 
鉄材・鉄製品 16.6 1,010 364 252 1. 09 1,640 
銅 製 ロロ o. 18 3.伺 1. 30 0.50 0.01 5.06 
アルミ製品 0.02 0.35 0.10 0.05 0.01> 0.52 
鉛 製 ロロ 0.02 3.69 1. 76 o. 19 0.01> 5.65 
i口h、 計 577 8,340 5,350 1,570 48.0 15,800 
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46Aおよび表46Bの建築物増加数から求め表48Aおよび ンクリー ト造力；37%，鉄骨造が10%強となっている。
表48Bに示した。 2) 全都および区部の道路構成資材の昭和44～45年
表48Aおよび表48Bより資材量の1年間における増加 における増加は，表11の道路舗装種類J.!lj1 m•当り資材量
量は，全都で1,980万トン，区部で1,580万トンである。 と，表47Aおよび表47Bの道路面積の年変化から求め，
建築構造別では鉄骨鉄筋コンクリート造が45%，鉄筋コ 表49Aおよび表49Bに示した。
表49A 全都：舗装種類別道路構成資材現存量の年変化＊（昭44～45年〉 単位：千トン
資 材 品ン安一毒事級ア玄 jlレ品管ア玄アJv~ 識経主砂利道合 計
砂利・石材 188 4, 140 914 -137 -628 4, 100 
セメ ン ト -12.3 -12.0 -24.3 
鉄材・鉄製品 一0.25 -0.25 
アスフ7lレト 171 6.09 177 
l日. 計 201 4,310 920 -149 -628 4,250 
ホ：高速道路および軌道敷道は除外してある。
表498 区部：舗装種類別道路構成資材現存量の年変化＊（昭44～45年〉 単位：千トン
資 材 ょす一主計ア玄 jlレ奇襲易ア官 ； Jv~ 説話金砂利道合 計
砂利・石材 -231 3,600 
セメ ン ト -15. 1 
鉄材・鉄製品 0.30 
アスフアノレト 148 
l日. 計 -247 3,750 
キ：高速道路および軌道敷道は除外してある。
表49Aおよび表49Bより全都および区部における資材
量の増加は，それぞれ425万トンおよび299万トンであ
る。
3) 全都および区部における建造物構成資材の年間増
加量は，表48Aおよび表48Bの建築物構成資材現存量の
年変化と表49Aおよび表49Bの道路構成資材現存量の年
表50A 全都：建築物・道路構成資材現存量の年増加
資 材
砂 利・石 材
わら・い製品
製材・その他木製品
建築
14,500 
14.8 
604 
建設用土石製品 400 
板ガラス・その他ガラス製品
セメント
鉄材・鉄製品
銅製品
80.2 
2,260 
1,960 
6.16 
アルミ製品 0.63 
鉛製品 6.63
アスファ yレト
ぷ入
日 計 19,800 
-212 -154 -136 2, 870 
-13.5 一一28.6
一0.30
-1 41 147 
-213 -168 -136 2,990 
変化の和から求めた。表SOAおよび表SOBにこれらの結
果を示す。
表SOAおよび表SOBより全都および区部における建造
物構成資材の年間増加量は，それぞれ2,410万トンおよ
び1,890万トンである。増加率は資材の種類により異な
るが，平均は約8%，セメントおよび鉄材・鉄製品は10～
道路
4,100 
－ー24.3
-0.25 
177 
4,250 
l口'- 計
18,600 
14.8 
604 
400 
80.2 
2,240 
1,960 
6. 16 
0.63 
6.63 
177 
24, 100 
単位：千トン
増加率（%）
7.7 
4.4 
4.3 
5.0 
1. 1 
1. 3 
14.3 
10. 1 
10.6 
16.8 
0.9 
8.0 
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表SOB 区部：建築物・道路構成資材現存量の年増加
資 材 建築道路
砂 手Jj ・石 材 11,600 2,870 
わ ら・い 製 品 10.3 
製材・その他木製品 389 
建設用土石製品 290 
板ガラス・その他ガラス製品 65.8 
セ メ ン ト 1,840 -28.6 
鉄 材・鉄 製 品 1,640 -0.30 
銅 製 ロロ 5.06 
ア Jレ 、 製 ロロ 0.52 
鉛 製 品 5.65 
ア ス フ ア ／レ ト 147 
i口;. 計 15,800 2,990 
表SlA 全都：建造物構成資材の元素別存在量
フE
29 
単位：千トン
1日入 計 増加率（%〉
14,500 7.8 
10.3 3.9 
389 3.6 
290 4.6 
65.8 10.8 
1,810 12.0 
1,640 14.8 
5.06 10. 5 
0.52 10.9 
5.65 17.1 
147 8.7 
18,900 8.2 
単位：千トン
素
資材
製材・その他
木製品
Al C Ca Cu Fe H K Mg N Na 0 Pb S Si 
7.9 7,170 258 0.2 20.0 860 201 45. 9 71. 7 17. 2 6, 020 o. 1> 48. 8 2. 9 
建設用土石製品
電ガラス・その
ガラス製品
セメント
鉄材・鉄製品
銅製品
アルミ製品
鉛製品
アスファJレト
849 
0.7 
681 
5.9 
i日h、 計 1,540
120 184 0.4 392 44.9 64.1144 日.1 3,880 o. 2 19.2 2,440 
0.1> 49.8o.1> 9.2 3. 5 21. 1 91. 1 410 0.1> 4.4 294 
10, 700 o. 1 541 20. 1 63. 2 227 9.4 8,120 0.2 28.1 2,390 
- 16,300 
60.7 
39.5 
1, 710 0.4 o. 1> o. 1> 244 o. 1> o.1>10.2 0.1> 30.5o.1> 40.6 0.1> 
9, 000 11, 200 61. 4 17, 400 1, 170 332 428 81. 9 174 18, 500 39. 9 141 5, 120 
表51B 区部：建造物構成資材の元素別存在量 単位：千トン
フE 素
資 材
Al c Ca Cu Fe H K Mg N Na 。Pb s Si 
製木材・その他
製品 6.1 5,580 201 0.2 15.6 670 156 35. 7 55. 8 13. 4 4, 690 o. 1> 38. 0 2.2 
建設用土石製品 663 93.8 144 0.3 306 35. 0 50. 0 113 43.8 3，田0 0.1 15.0 1,900 
板他ガガララスス・製その品 0.6 o. 1> 43.4o.1> 8.0 3.1 18. 4 69.4 357 0.1> 3.8 256 
セメ ン ト 506 7,970 0.1 402 15. 0 47. 0 169 7.0 6,040 0.2 20. 9 1, 770 
鉄材・鉄製品 - 13, 100 
銅 製 品 48.4 
アルミ製品 4.8 
鉛 製 品 - 33.0 
アスファ yレト 1. 440 0.3 0.1> 0.1> 205 0.1>0. 1> 8.6 o. 1> 25.7 o. 1> 34.2 0.1> 
l日h、 計 1,180 7,110 8,360 49.0 13,800 925 256 336 64.4 144 14, 100 33. 3 112 3,930 
表51Aおよび表51Bより建造物構成資材の元素組成
は，酸素および鉄が約30%，カルシウムおよび炭素が約
15%で他の元素はそれぞれ10%以下である。全都および
区部における鉄の存在量は，それぞれ l,740万トンおよ
び1,380万トンである。
全都および区部における 1m2および人口 1人当りの建
造物構成資材の元素量を，表51Aおよび表51Bと全都お
よび区部の面積あるいは人口より求め表52に示した。
表52より 1m2当り元素量では，区部が全都の約3倍で
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15%となっている。このことより現在の割合で資材現存
量が増加するとすれば，約10年で2倍になると考えられ
る。
30 
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全都および区部における建造物構成資材の元素別存在
量は，表4の資材の化学組成と表44Aおよび表44Bの資
材の現存量から求め，それぞれ表51Aおよび表51Bに示
した。
10・3
単位： kg全都，区部：建造物構成資材の一平方メートルおよび一人当り元素量表52
Si s Pb 。Na N Mg K H Fe Cu Ca c Al 
2.39 0.07 0.02 8.64 0.08 0.20 0.04 o. 16 0.55 8.13 0.03 5.23 4.20 0.72 
449 12.4 3.50 15. 3 1620 7.18 38.4 29. 1 103 5.38 1530 982 789 135 
6.81 0.19 0.06 24.4 0.25 0.58 0.11 0.44 1. 60 23.9 o. 08 14.5 12.3 2.04 
全都
1 m2当り
元素量
1人当り
元素量
区部
1 m2当り
元素量
1人当り
元素量 445 
図lより斜線の上側の元素である炭素，蜜素ーが著しく
濃縮されている。さらに鉛，銅，イオワ，カノレシウムお
よび鉄も約10倍濃縮されている。炭素，窒素，それにイ
オウの濃縮は木材その他木製品およびアスフアルトの寄
与によるが，カルシウムはセメントの影響によるもので
ある。また鉄，銅それに鉛はそれぞれ鉄材・鉄製品，銅
製品および鉛製品の寄与によるものである。一方斜線の
下仮ljの酸素，詮素，アルミニウム，マグネシウム，カリ
ウムおよびナトリウムは選去されている。以上の結果よ
り建築物に木材，セメント，鉄材を使用し，道路舗装に
アスフアノレト舗装をする現在の都市生活においては，必
然的に炭素，窒素，イオウ，鉄およびカノレシウムが濃縮
するものと思われる。逆に珪素，アルミニウムそれにマ
グネシウム等は選却されると考えられる。
東京都に存在する主な建造物の現存量および元素組成
の概算を試みてきたが，検討もれの部分や資料の不備の
ため推定や仮定を行なった部分がある。これらの不備な
点の補充ならびに都市研究や都市生活に，この研究をい
かに反映させるかは今後の研究の課題である。
12.7 3.77 16.3 1600 7.29 38.0 29.0 
あるが， l人当り元素量ではほぼ等しい。全都および区
部の1人当り元素量は，鉄が約 l,500 kg，カルシウムが
950kg，炭素が800kg，桂素が450kgである。
次に建造物にはどのような元素が濃縮されているかを
知るために，全都の建造物構成元素と地殻構成元素（ク
ラーク数，菅原ら編76九日百39）の比較を行なった。図l
にその結果を示す。なお区部についても比較を行なった
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6 
び
東京都および東京都区部における建造物の現存量を統
計資料とその構成資材から求め，さらに資材の化学組成
から建造物の元素組成を算出した。東京都および東京都
区部における資材量はそれぞれ3億3,600万トンおよび
2億5,400万トンである。建造物別資材量構成比では建
すむ1 
6 2 3 4 
地殻 (logppm) 
建造物構成元素の存在度
（砂利・石材を除〈）
5 
が同様の結果なので省略した。
図 1
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築物が約62%，道路が29%，他はそれぞれ数%程度であ
る。それで建造物の約9的6を占める建築物および道路に
ついて一年間の資材増加量を計算すると約8%であった。
一方東京都および東京都区部における 1m2および人口 1
人当りの資材量を求めると，それぞれo.157トン， 29.5ト
ンおよび0.440トン， 28.7トンになる。東京都区部のl
d当り資材量は東京都の約3倍であるが，人口 1人当り
ではほぼ等しい。元素別存在量（砂利・石材を除く）で
は，鉄およびカルシウムが東京都およひ凍京都区部で，
それぞれ1,740万トン， 1,120万トンおよび1,380万ト
ン， 836万トンである。東京都および東京都区部におけ
る1m•当り元素量と人口 1人当り元素量は，鉄について
みるとそれぞれ8.13kg, 1, 530kg，および23.9kg, 1, 560 
kgとなり 1人当り元素量ではほぼ等しくなる。またどの
ような元素が建造物により都市に濃縮されているかを地
殻との対比から求めた結果，炭素，鉄，カノレシウム，イ
オウ，窒素，銅および鉛が濃縮され，珪素，アノレミニュ
ーム，マグネシウム等が選却されることがわかった。こ
のことは建築物に木材，セメントおよび鉄材を用い，道
路舗装にアスフアルトを使用する現在の都市生活の反映
とみることができる。
文献
1) 半谷高久・安部喜由：東京都における物質の流れ
の概観．都市研究報告69,pp.75 79 (1976) 
2) 東京都総務局行政部：昭和45年度分固定資産等の
概要調書
3) 東京都：昭和45年・東京都区市町村勢要覧
4) 大蔵省：昭和27年3月31日現在・国有財産総合評
価報告書
5) 日本国有鉄道コンピュータ一部：昭和44年度・鉄
道統計年報・第8編・建設・施設（中編〕， pp.55 
-93 
6〕 建設省計画局編：昭和40年・建設部門分析用産業
連関表， pp.4ト 47
7) 建設省：昭和40年・建築統計年報， pp.22-23 
8) 建設物価調査会編：建設物価（1971. 6) ' pp. 
30---31 
9) 建設物価調査会編：建設物価 (1965. 4 ) ' pp. 
111 121 
10) 通商産業省大臣官房調査統計局：昭和40年・工業
統計表：品目編
11) 片平信貴：道路工学概論，共立出版〈昭31, 5) 
p. 193 
12) 土木学会編：土木工学ノ、ンドブック，技報堂（昭
39. 1 ) p. 1083 
13) 東京天文台編：理科年表（昭46）物理化学部，
p. 19 
14〕 石田伸彦・米沢保正・近藤民雄編：木材化学
（上〕，共立出版 (1968〕p.65, 
15〕 Bowen,H. J.M.: TraαElements in Biochem-
ist1ツ. Academic Press Inc. (1966, 7), London 
and New York, pp. 68 69 
16) 十代田三郎編：建築材料一般，産業図書株式会社
〈昭43)p. 82 
17) Bowen, H. J. M. : Trace Elements m Bioche-
mi・stry,Academic Press Inc.(1966. 7〕， London
and New York, pp. 16-17 
18) 十代田三郎編：建築材料一般，産業図書株式会社
（昭43)p. 115 
19〕 Adams,P. B. : Glass Containers for Ultrapure 
Solutions. Ultrapurity Method and Techmiques ed. 
by Zief, M. and Speights, R., Marcel Dekker, 
Inc. (1972〕， NewYork, pp. 293-351, 
20) 浜田稔：建築材料学，丸善株式会社（1964)
p. 66, 
21) 市川良正：アスフアルトおよびその応用，アスフ
アルト開業会（昭40.11) p. 17, Op. 32 
22〕 Lehmden(von) , D. J., Jungers, R. H., and 
Lee, R.H. Jr: Determination of Trace Elements 
in Coal, Fly Ash, Fuel Oil, and Gasoline - A 
Preliminary Comparison of Selected Analytical 
Techniques, Anal, Chem., vol. 46, No. 2, pp. 239-
245 (1974) 
23) 東京消防庁火災予防対策委員会編：地下街火災対
策の検討資料（その2)' (1971, 3) ' p. 1 
24) 東京消防庁予防課の資料による（昭46,6現在〉
25) 東京消防庁火災予防対策委員会：特殊地下街の消
防対策等に関する中問答申（1967,11) ' pp. 23-
24 
26〕 東京都下水道局：東京都・下水道設計標準（その
2), （昭43.8) ' p. 26 
27〕 東京都・・昭和44年・東京都統計年鑑， p.162 
28〕 建設省道路局編：道路統計年報（1971)'pp.65 
-67 
29) 東京都防災会議編：東京における土木施設，地下
埋設物および電気ガス施設等に関する現況報告書
（昭45. 6) ' pp. 173 177, p. 187 
30) 鉄骨橋梁協会・日本橋梁建設協会共編：鉄骨橋梁
年鑑（1969), pp. 269-295 
31) 東京都建設局：昭和45年・道路工事設計標準（舗
装・街築） ' pp. 11-36 
32) 片平信貴：道路工学概論，共立出版（昭31. 5) 
p. 155 
33〕 片平信貴：道路工学概論，共立出版（昭31. 5) 
p. 185 
32 都市研究報告第75～78号
34) 日本国有鉄道コンピュータ一部：昭和.4年度・鉄
道統計年報・第8編・施設（上編） , p. 26 
35) 日本国有鉄道コンヒ。ュータ一部：昭和44年度・鉄
道統計年報・第8編・施設（上編） , pp. 26--27, 
pp. 66-87 
36) 日本交通交社・国鉄監修：時刻表（1971, 7) , 
pp. 337-339 
37) 運輸省鉄道監督局監修：昭和44年度・私鉄統計年
報， pp.130-133 
38) 運輸省鉄道監督局監修：昭和44年度・私鉄統計年
報， pp.154 159 
39) 日本国有鉄道コンビュータ一部：昭和44年度・鉄
道統計年報・第8編・施設（上編） ' pp. 93-95 
40) 日本国有鉄道コンピュータ一部：昭和44年度・鉄
道統計年報・第8編・施設（中編） , pp. 48 49 
41) 森島宗太郎：鉄道工学，森北出版（昭40.10)
p. 15 
42) 日本国有鉄道・名古屋幹線工事局編：東海道新幹
線工事誌，岐卓工事局発行（昭40.3), p. 21 
43) 東京都交通局都営地下鉄1号線建設史編纂委員会
：都営地下鉄建設史 一号線 （昭46.2), p. 459 
44) 東京都下水道局：東京都・下水道設計標準（その
2), （昭43. 8 ), p. 122 
45) 東京都：昭和43年・東京都統計年鑑， p.160 
46) 東京都：昭和44年・東京都統計年鑑， p.174 
47) 日本国有鉄道コンビュータ一部：昭和44年度・鉄
道統計年報・第8編・建設・施設〈中編）， pp.2-5 
48) 運輸省鉄道監督局監修：昭和44年度・私鉄統計年
報， pp.144-146 
49〕 鉄骨橋梁協会・日本橋梁建設協会共編：鉄骨橋梁
年鑑 (1969), pp. 1-135 
50) 鉄骨橋梁協会・日本橋梁建設協会共編：鉄骨橋梁
年鑑（1969), pp. 161-187 
51〕 鉄骨橋梁協会・日本橋梁建設協会共編：鉄骨橋梁
年鑑（1969), pp. 1回一2回
52) 片平信貴：道路工学概論，共立出版（昭31.5 ),
pp. 186 
53) 東京都総務局行政部災害対策課編：東京における
風水害にかかる各種公共施設に関する現況報告書
（昭45. 6 ) , pp. 109-116 
54) 土木学会トンネノレ工学委員会編：トンネル工学シ
リーズ2・最新のトンネル工学一工事実例と話題一
土木学会発行（昭39.8 ),pp. 57-81 
55) 帝都高速度交通営団編：東京地下鉄道日比谷線建
設史（昭44. 1) , p. 14 
56〕 帝都高速度交通営団編：東京地下鉄道丸の内線建
設史（上〉 （昭35. 3) , pp. 49-72 
57) 帝都高速度交通営団編：東京地下鉄道荻窪線建設
史（昭42. 3) ' p. 14 
58) 東京都交通局都営地下鉄建設史編纂委員会：都営
地下鉄建設史一一号線一（昭46.2〕， p.244 
59) 東京都水道局給水部編：施設概要（昭46. 4), 
pp. 11-86 
60) 東京都防災会議：東京における土木施設，地下埋
設物および電気ガス施設等に関する現況報告書（昭
45. 6〕， pp.140-151 
61) 厚生省環境衛生局編：昭年44度・水道統計・第52
モf,pp. 336 337 
62〕 東京都水道局給水部編：；施設概要（昭43. 4) , 
図面集， pp. 4-26 
63) 日本鋳鉄管協会： JCPA鋳鉄管便覧31-72・水
道用タイトンジョイント形ーダクタイル鋳鉄管（昭
47.1〕， p. 11 
64) 久保田鉄鋼株式会社：呼び径400ゆ 2,400ゆK形
遠心力ダクタイノレ鋳鉄管， K形ダクタイJレ鋳鉄異形
管寸法および重量（昭44. 5) , p. 25 
65) 東京都水道局編：小河内ダム（昭35.6), p.74 
66) 東京都下水道局編：東京都下水道事業年報（昭45
度） ' pp. 84-163 
67) 日本下水道協会編：昭和44年度・公共下水道統計
・第26号， pp. 18ト 182
68) 日本下水道協会編：昭和44年度・公共下水道統計
－第26号， p.88 
69) 日本下水道協会編：昭和44年度・公共下水道統計
・第26号， pp.65-66 
70）森陶管附，小出氏による（1972. 3) 
71) 寺島重雄：下水道施工法，山海堂（昭40.2), 
p. 72 
72) 日本鋳鉄管協会： JCPA鋳鉄管便覧31ー 72・水
道用タイトンジョイント形ーダクタイル鋳鉄管一
（昭37. 1) , p. 11 
73) 東京都：昭和45年・東京都統計年鑑， p. 1-3 
74) 東京都首都整備局建築指導部調盗課：建築統計年
報 (1972)pp. 6 -7' pp. 62-63 
75) 東京都：昭和45年・東京都統計年鑑， pp.174ー
175. 
76) 管原健・半谷高久編：地球化学入門，丸善株式会
社（昭39.11), p. 45 
